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はじめに

呂本をめぐるアシア諸地域の人口増加は，なお基調として，経済発展と γーソーゲームの

関係1<::あるものが少なくない。しかもその経済発展は多くの場合，農業のそれを主導部門と

して展潟する。したがって， ζれら地域1<::おける農業開発の推進は，その人口問題解決のた

め1<::も喫緊の重要課題といわねばならないが， しかし，そのための方策は決して一様ではな

い。その底土の置かれた風土条件，陸史条件，文化水準その他1<::よって相互に少なからず異

なるばかりでなく，直接1<::農業を支える社会条件，社会資本のいかんによっても様々に巽な

るからである。

本協会ではζれらの問題解決のため1<::，わが厨として可能な農業協力のあり方，方策など

1<:: ついて国~IJ調査をいくつか行ってきたが，本著はその成果をふまえて， JlI野重任東京大学

名誉教授をはじめ専門家グループを結成L，アジア1<::おける農業開発の課題とそれへの国際

協力の役割を明らかにしようと試みた。

ιの場合，とく 1<::ソフト函の援助，協力の重要性とその役割lを強調したが， ζれはとかく，

ダム，水路の建設と開発，肥料工場の建設なと，自につきやすいハード面白プ口、ンェクト援

助の陰l亡かくれて，見落とされがちだからである。 B本の今後の農業協力1<::ついてはもちろ

ん，先進諸外留の国際的協力，援助の実施1<::ついても参考として寄与すると ζ ろがあれば幸

いであるo

終わり 1<::，本書制作事業1<::あたり，多大なご支援をいただいた(骨わ日本船舶振興会(笹川

良一会長)ならびに国連人口基金 (N.サディ yク事務局長)1<::深く感謝申し上げる。

平成2年2月

財団法人アジア人口・開発協会

理事長田 中吉量夫
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第 i輩 アジア諸国の農業開発

東京大学名誉教授

川野重任



1 農業開発の論理

人は今日，食料なくして生きてはいけないが，同時IC裸でも生きていけない。乙乙 ICその

双方の需要を満たすための生産業として，農業，非農業の二大産業が区別されるが，それは

今日，アジア諸国ICおいてもすでIC社会的分業として成立ーしている。そして，その国民所得

水準のいっそうの引き上げのためにはその双方の部門についての生産性の向上が必要である

が，農業部門のそれについては産業の特殊性からして特有の問題がある。

産業としての特殊性とは，生産条件として日照の{也水，土地などへの依存が強い段階IC

おいては，その整備について特別の工夫と施策が必要だという ζ とである。端的にはいわゆ

る infrastructure，社会資本の充実，整備がその面において必要だという ζ とであり，逆

ICいえば，偲別の小生産単位としては，それへの対応がきわめてコスト高のものとなるとい

うζ とである。

ζζIC潜苗t排水，洪水防止，道路整備などのいわゆる共公事業実施の課題が登場する乙

ととなるが，その有無，程度のいかんがその上IC営まれる小生産単位，経営単位の生産性を

左右するきわめて重要な条件となる。

そして国際的lζは，その対象となる自然条件がきわめて多様IC巽なる。大小のgravitation

IrngatlOn，すなわち図越し濯滅の可能な島娯地帯からなるフィリピ/，インドネシアなど

の国と，メコン，メナム，イラワジなど大河が何百キロICもわたって，標高差1メ トルIC

もならないようなデルタを形成しているインド，イ Yドシナ，パングラデシュなど大i建燭辺

部の留とが格段IC異なるととはいうまでもない。技術的ICも，コスト約ICも，公共事業，水

利事業の地位と役割とを格段IC異なったものとするのである。

また，動植物ICついての品種改良，肥培管理， s.耳養，飼育の技術，さらIC生産上のinput.

投入i討としての肥料，農業機械なとの効率，価格なども問題となる。とく IC生産が留際的競

争の中で行われるような場合ICは，そのE号線基準ICくらべての優劣がその生産性，競争力を

決する条件となる。

ζζIC動植物，投入献を含めての生産要素，生産条件ICついての試験，研究など，技術研

究が一国としていかに行われるか，また，それらを外国から導入，輸入するICついても，い

かIC効率的，能率的IC行われるかが，その競争力を決定する重要な条件となる。

しかし，問題はそれだけではない。生産者個人の身ICつけた技能，技術の水準，経営上の
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判断力， I言問，情報の獲得，入手の能力，総じていえば，経営能力の高さ， {止さといったも

っとも基本的な条件がある。

仮り 1<:，同じく整備された水利条件の下1<:，同じ品種，同じ杷料，農薬などを与えるにし

ても，その生産上の結果は，生産省，経営者のζうした能力の差1<:よって格段1<:異なる。化

学工業なと，生産の行程が完全1<:装置化され，一種の流れ作業として生産が行われる場合と

異なり， ζζでは個人的能力，判断などによってその成果の左右される度合がきわめて大き

いのである。

ζζ1<:教育，訓練，研修など，さら1<:情報伝達の徹底を含めて，いわゆる普及制度，普及

政策の課題が登場する乙ととなる。しかし，教育，訓練はたん1<:農業上の必要があるからと

いって，その知識，技術だけを対象として卒然としてできるものではない。その前提として，

まず，読み，書きの素養が生産者側，生産者の間1<:普及，確立していなくてはならない。つ

まり，農業上の訓練をいう前1<:，まず，一定の教育水準，文化水準といったものが生産者を

含めて国民の間1<:成立していなければならないのである。

以上はもっぱら，農業上の生産性向上が主導力となって非農業部門を含めての経済成長，

経済発展につながるという筋道で問題を考えてきた。つまり，農業生産性向上の結果は，農

産物需要の相対的非弾力性という ζ とからその過剰を招き，農業資源の解放をもたらす。そ

れが非農業部門への流入として，その拡大，発展をもたらし，それが全体としての経済の発

展1<:導かれるという論理である。しかし eれは価格は生産性1<:よって決まり，所得はその

生産性1<:よってそのまま決まるといった前提1<:立つての，いわば長期的視点1<:立つての考え

方である。

しかし，短期的1<: は，また~IJの問題がある。第 1 1ζは短期的需給の調整問題である。同一

面積の耕地1<:，向一種，同一量の種籾，同一量の肥料，農薬などの施用が行われるとしても，

向ー量の生産物が常1<:必ず得られるという保証はない。

また， ζ ういった生産行程8体が洪水や水不足などの条件で撹乱され，確保され得ないと

いう場合も十分1<:あり得る。そしてその結果は，豊凶の不安定な作況変動である。

ζζIC，国民経済の安定，直接的には生産者，消費者の家計安定という必要からして，価

格形成への政策的介入が登場する乙ととなる。価格維持と価格抑制，そのための国など1<:よ

る貿上げ，売渡L，また，関連しての貯蔵，販売の組織化などであるが， ζれも広い意味で

の農業開発の施策として受場する。

第21<:は，たんなる需給安定ではなく，非農業部門の拡大，端的1<:は工業化促進のため1<:

農業所得の形成がζとさら1<:政策的1<:抑制されるζとがある。諜税政策上，農業課税が差別
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的11:重課されるというのはその直載的な形だが，その方法は多様で、ある。

いわゆる供出制度11:よって，いわば市場俄格以下で，留が一定量または生産物中の一定比

率を強制的11:買上げるというのもその形の lつだが，その他，複数の為詩レ ト設定11:よ

って農産物輸出の促進をはかる。それによって外貨獲得を推進，強行するなどもそれである。

しばしば，途上国のある段階で，肥料，農薬などの姉格は先進国の21告，農産物のそれは半

分だなどといわれたととがあるが，それはζ ういった事態Iζ対応したものと見るζとがで

きょう。

2 アジア諸国の場合

以上はいわば途上国一般を対象としての問題の考察だが，アジア諸国の場合11:は，また，

それとしていくつかの特徴的なζ とがあるo

第 1，以上では制度的な条件変更はとり上げなかったが，アジア諸国の農業開発を課題と

する場合11:は， ζれを逸する ζとはできない。異体的ILは土地制度の改革だが，中国では革

命の一環として土地の公有事iが実現し，韓国，台湾ではいわゆる landreform，農地改革と

して，土地所有の再配分，小作権の安定化，強化などが行われた。

ζれらはいずれも大きな社会変動や大戦後の占領政策といった事態を背景とするもので，

通常の経済政策として行われ得べきものではない。しかし，乙れらがもたらす農業開発上の

効果，作用といったものは大きい。

まず，土地所有の再配分は，他の条件忙して向じなら，地代所得の再配分，その結果とし

ての所得の均分化傾向をもたらす。 ιれは従来の小作農，小規模農業経営者なと低所得階層

の所得増とともに，その消費増を刺激する要図となる。乙れが食料価格，農産物倒格を号|上

げ，短期的11:限界生産量の増加，限界生産費の引上げという形で，食料，農業生産の拡大lζ

つながるζともあるであろう。

それは社会全体としては，当然，貯蓄の減となるが，従来の低所得階層の人々には，逆11:

わずかながらでも，貯蓄の余地を残し得るζ とにもなる。そしてζれが前述の食料，農産物

価格の昂騰と槍まって，それらの人々ILよる農業投資促進の誘因となり得るζ ともあるであ

ろう。

もっとも，短期的11:はζの食料需要の増大が逆11:，供出政策など11:よる食料価格の抑制，

生産者の消費規制と販売量の増加強制などの措置を生むとともあり得る。当面の社会安定の
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ためには，事態を究極的ICもとIC戻すζとはしないまでも，その効果の削減，緩和ICは時IC

懸命ICならざるを得ないからである。

しかし，長期的ICは土地再配分のもたらす生産促進効果を見逃すわけにはいかない。 i自

ら労して，自ら収めるjという，いわば自作農主義の生産効果がもろに作用するととICなる

からである。

第 21cは，アジア諸国の農業開発ICついては.ほとんどの場合，大小の程度での国際協力E

告書際援助の手が加わっているという ζ とである。それは持ICダムの建設であったり，肥料工

場，農薬工場の建設であったりなどする。また，それら生産資財の有償無償の提供であった

り，さらICは食料援助であったりなどである。国内投資にともなういわゆる localcurrency 

の増Iζ見合う生活物資供給の一端であったりなどする。また，技術者の派遣から現地での試

験場，訓練所の開設，そ乙での研究から技術訓練の実施など様々である。

しかし，援助，協力の中心は一般ICいわゆるハード福，つまり，プラント，ダム，水路建設

なと物的施設の建設や資材提供が中心となっている。しかし，ハード面の条件整備だけでは，

焼述のように経済は動かない。人間的条件が必要であり，それを組織化l，動かす各種社会条

件の整備，総じていえばソアト函の条件整備が生産をめぐる各般の分野において必要である。

さらICハード面の物的条件の整備ICついても，そのすべてが援助，協力で外からもたらさ

れ得るものではない。

また，援助，協力のみに依存するとき，それはとかし援助国の市場拡大呂的など，その

利害を中心としたものとなりがちであり，宙IC浮いたものとなりやすい。本来，援助を受け

るICしでも，それは被援助国の現実をふまえ，それICもとずいた主体的計画によるべきもの

で，乙 ζIC被援助国，途上底値IJとして自助努力を含めての関発努力の具体的な実践の場があ

る。

第 31C，eのような趣旨でわれわれはアジ75カ国，インド，ネパーノレ，中国，インドネ

シア，タイの諸国を対象IC，農業開発の足どり ICついての調査を行った。繰り返すならば，

農業開発ICかかわるハード庖，ソ 7ト商の 2面のうち，後者IC焦点をおいた調査である。そ

れは援助，協力ICついて残された分野ともいい得るが，なICよりもまず，途上国自体として

自主的，主体的IC努力せねばならない基本的IC重要な分野だと考えられる。その関係する領

域は，広く，深く，かっ毛細管の如く，経済活動のあらゆる部分ICまでわたる。総じていえ

ば，消費生活上の対外順応は比較的容易だが，生産上のそれは必ずしもそうでない。そζIL

困難と問題があり，さらICその点ιそが問題解決上の焦点だという印象である。
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第 2章 アジア 5か国農業発展の比較

東京大学東洋文化研究所教授

原洋之介





l 農業開発の課題

多様な偶性をもっアジア諸国1<:おいて，農業が国民経済のなかではたしている役割は決し

て一様ではない。基本的1<:は，非農業部門の発達の穏度1<:よってあらわされる経済発展の局

面の差異1<:対応して，農業開発1<:課せられた課題は違ったものとなってくる。 l人当たり所

得が低く農村人口の比重が圧倒的に大きい閣の場合と，工業化がすすんで農村人口の比重が

低下した1人当たり所得の高い匿の場合とでは，農業開発が担うべき国民経済上の課題は異な

って乙ょう。 ζの事態は，同じ閣のなかでも工業化・経済開発の進展IL対応して農業が担う

べき経済的課題が変化してくるという事実1<:よって，容易1<:理解されると ζ ろであろう。 ζ

のような視点から，アジア諸国の農業開発の課題を整理してみようJ}
第 Iは，国民経済のなかで生産・雇用の雨函で農業がいまだ大きな比重を占めている図で

の農業開発の課題である。国内の人間1<:食糧を供給するという生産衝でも，また生産的な就

業機会を与えるという顧問題でも，農業の国民経済への貢献は決定的1<:大きい。さらI<:i':の

ような綬済発展の局面1<:ある留では，人口成長率がいまだ1<:高いという問題がある。人口成

長率はとく 1<:農村1<:おいて高く，すで1<:耕地拡大の余地が著しく限られているという状況下

では農村の過剰人口の推積は土地なし家計層といった農村貧鴎層の激増という形であらわれ

る。農業開発は， ζれらの患の人間1<:少しでも多く生産的な就業の場を与えるという課題を

担わされるEととなる。また.農業開発1<:よる農村人口の所得増加は非農業生産活動1<:とっ

ては市場を拡大させるものとなるので，農業開発は工業化の前提条件を形成する乙と1<:なる

ともいえる。

インド，パキスタン，ノてyグラテ'シュ，不パールといった陶アジアの諸原は，ほぼとのよ

うな経済発控室の局面1<:あり， ζれらの諸冨では農業開発が巣たすべき医長経済上の課題は非

常1<:重要なものといえる。条件は少々ちがっているかも知れないが，中国もほぼζの局面1<:

あるととらえておいてよいであろう。端的1<:いって，経済発展の乙のような局面下にある冨

ILおいては農業開発自体が医民経済全体の発展の先導的役割を果たさざるをえない。農業が

先導する経済開発 (agriculture-Iedgrowth)戦略が必要とされていると表現できょう。

第2は，非農業がそれなりに発達し，かっその発展が国民経済のなかの農業部門の成長1<:

それほど依存しなくなりはじめている経済局面下1<:ある留での農業開発である。工業部門は

外国市場や国内の都市市場の伸長ILよって成長しはじめているととから，前1<:述べた経済局
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面下とはちがって農業部門の成長自体が国民経済の成長をひっぱるといったζとICはならな

いわけである。乙の経済局面下では，非農業部門の発展ムそれにともなう底民経済の変化

IC対していかIC農業を適応させていくかという ζ とがもっとも重要な課題となってくる。た

とえば，非農業部門の発殴IC基く都市住民の所得上昇ICよる食生活の変化IC適応させて，農

業生産の多角化・多様化をはかっていくといった点がもっとも重要な課題となってくるので

ある。

成長する非農業部門が農村人口をそれなりIC雇用吸収してくれるので，農業が雇用面で果

たすべき課題は第 l局弱の国と対比してみてそれほど重いものとはいえない。しかし，農村

人口自体はいまだに増加傾向を示している ζとが多く， ζの経済局面下でも農業開発は農村

人口IC都市住民と対比しうる所得を稼取しうる就業の場を提供するという重要な課題を担っ

ている点は見落とされるべきではない。雇用面でのζのような質的改善をともなう課題を果

たすためにも，農業生躍の多角化という生産面での革新が不可欠となってくるわけである。

輪入代替工業化ないし輸出志向型工業化がはっきりと進展してきているタイ， マレーシア，

インドネ γアといった東南アジアのアセアン諸国の農業は，現在まさ ICeのような課題をか

かえているのである。

そして第 31C，関民経済の非農業部門の発達がさらICいっそう進展してくるとき，農業就

業者数自体が減少しはじめるようになる。 ιのような局面IC入った経済では，農業従事者の

所得をいか忙して非農業就業者の所得IC近づけるかといった点が農業政策の最大の課題とな

ってくる。日本農業が現在かかえている課題ICほほ等しい諜題であり，先進国型の農業問題

の局面IC入っているといってよい。工業化の進殴で先進国入りがいわれるよう忙なってきて

いる台湾，韓国は，ほぽ乙の局面IC入っている，といえる。

1人当たり所得水準や国民経済の構造の点で多様な様相を見せるァ γア諸国の農業開発が

担っている課題は，ほぼ以上のよう IC3偲のタイプIC分類整理できょう。綬済発展の3つの

局面IC対応して農業開発の諜題は，農業主導型成長，農業多角化，そして農業構造改善と変

化してくると要約できょう。

それでは eのような課題IC対してどのような農業開発戦略ないし政策が有効といえるの

であろうか。農業開発を考えるIC際してもっとも重要ともいえるζの論点IC対して，我々が

過去に実態調査を実施してきた5カ国の農業発展の経験を観祭するζ とを通して接近を試み

てみよう。

ただし，我々の過去の調表対象留ICは第3局面の農業構造改善を課題とする箇は含まれて

いない。したがって，本章での考祭は第 I局甑と第2局面との農業発展Iζ偲られる ζ とlとなる。

-16ー



2 アジア 5カ国の農業発展の展開

(1 )インド

インドICおいては農業関発は，食糧増産の達成のためだけではなく，国民経済全体の成長

と安定にとって不可欠のものといえる。現在インドにおいては，農業部門をζれ以上軽視

した経済政策は経済的ICも政治部11Cも成り立たないとの認識が政策担当者の防ICひろまって

おり， 1980年代後半期IC入って農業重視政策への回帰がみられている。

とく 11:農業での顧問吸収力を高めるζ とが決定的11:重要な課題となっている。人口成長率

はいまだ大きく，とくに農村人口の成長率が大きく，耕地拡大の余地がなくなっているなか

で人口密度も高い。非農業の発達が充分ではないζ とも加わって，農村ICは過剰人口の推積

がみられる。土地なし世帯や小作農といった農村貧困層の絶対数は憎加しているようである。

Food for Work 計画等， ιのような農村貧困層の雇用拡大を霞接の目的とした戦略も採用

されてきているが， ζのような戦絡た、けでは決して充分ではない。

1960年代中葉以降，インド政府は新農業戦略 (NowAgricultural Strate耳y)の各のもと

11:新しい技術の導入を柱とする農業開発戦略を採用してきている。 ζの戦略はそれ以前の土

地改革等の制度的改革を主体とする農業戦略がそれほど効巣をあげえなかったζ とを前提IC

したものであった。新しい技術の導入をはかるために，小麦等のインド食糧公社の買い上げ

価格を引き上げるのと同特Iζ，肥料・管井戸等の投入財11:対して締助金を支出するという政

策が採用された。

さらに注目されるべき点は， 1連続用水がすでIC充分IC確保されている地域で重点的IC新し

い技術導入を図るという，漸進主義的戦略がとられた事実である。ガシジス河といった大河

)1111:大規模な貯水施設を新設するιとは非常11:多大の費用がかかり，非農業部門ないし国の

財政からの多額の資本移転が必要となるので， ζのような漸進主義的救策が採用されたわけ

である。

政府のζのような戦略・政策IC対する農村社会の新しい技術の受け入れ行動は，どのよう

なものであったのだろうか。我々の調査地であったハリヤナ州を代表する北関イ Y ドでは，

小麦の高収量品種の導入など新しい技術体系の受け入れは充分11:早かったといえる。北商イ

ンドでは濯概の基礎条件が整備されており，新しい技術が私的経営の収益性をはっきりと上
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昇させるものであるζ とが認識された後1<:は，新しい技術の導入はすばやかった。滋視にお

いても私的投資でお乙ないうる管井戸 (Tubewell)の設置がきかん1<:おとなわれた。我々の

認査でも新しい技術の導入1<:は，土地所有1<:あまり関係なく教育や偲人的性格が大きな役割

を果たしている乙とが明らか忙なっているが， ζの乙とはあくまで偶人の私的判断で新技術

の導入決定がおとなわれてきたζとを示していよう。

{也面， もうひとつの調査地であるピノ、 Jレ州を代表とする東インドの米作地帯では，新し

い技術の導入はそれほどスムーズ1<:は実現されていない。乙の地帯ではガンジス平源という

生態系の条件下で新技術導入の前提としての謹滅設備の整備がうまくいっていないζ とが大

きな障害となっているといってよいo j地の私宥制の下で農村内での協同事業がうまく組織

化されないために，地域的なj謹概設備の整備がすすんでいないと考えられるのである02}

北西インドと東インドとのζの対比から，生能系の条件が新技術の普及1<:大きな影響を与

えている乙とが日月らか1<:なったといえよう。

新しい技術の普及を柱としたζの新農業戦略1<:関して，以下2つの問題点を指摘しておく

必要がある。

第 1は，インドでの小麦の生産は新しい技術の導入・普及11:よって著しく増加したが，と

の新技術導入1<:あわせて政府の買い入れ価絡上昇という刺激があった乙との帰結である。 E

の価格政策のために，インドのような栄養不良層が多い社会においても食糧価格が低下せず

需要の伸びが制約されてしまったために，生産が需要を上まわってしまうという事態が出現

しているf)国際市場での競争力をつける乙とはそれほど容易ではないので， ζのような増産
計画11:は見直しが必要となってζょう。

第 21<:，確か11:新技術は労働使用的な方loJへの技術変化であって濯郎吸収的であった。ピ

ハーノレ等の東インドの諸州からハリヤナ州等の北西インドへの農業労働者の閣内移動が盛ん11:

なったζとはζのあらわれで、ある。しかし，すぐ直前でも指摘しておいたよう1<:，輸入代替型

の穀物増定戦略であったため11:穀物価格の低下がなかった。そのため食糧を市場で購入せざ

るをえない土地なし労働者踏の経済的厚生水準が，たとえ雇用機会の拡大があったとしても，

はっきりと上昇したとはいいきれないのであるf)Eの点も新農業戦略による穀物僧産計画の

大きな問題点といえよう。

新農業戦略のもつζのような問題点が顕在化してきた現在，インドはもっと農村内貧rn層
の実質所得を上昇させうるような農業開発戦略を必要とするよう 1<:なっているといえる。
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(2) ネI~-J~

内陸国才、パーノレでは，たとえば現夜インド産品への関税付加問題でインドから強い政治経

済的圧力を受けているζ とIi':も示されているよう Ii':，保護政策の下での輸入代替工業化，あ

るいは輸出志向型工業化を試みるととはかなり箇難となっている。 ζ ういう地勢学的要因Ii':

よっても，ネパールでは農業開発の重要性は非常Ii':大きい。

ネパ Jレのζれまでの農業開発は，高い人口成長iζ対応して農業技術不変のままで丘陵・平

原という環境の利用率を引き上げ続けるタイプのものであった。丘陵地帯では，土地の利用

率は現在すでに極限Ii':まで達しており，そとでは耕地不足の傾向が顕在化しはじめている。

我々の調査でもカトマンズ盆地の村では，耕地の4分の3が小作地となっていたが，乙の事

態は高い人口成長ゆえに農地が不足しはじめているととを物語ってくれている。人口成長Ii':

対して環境利用率の向上で対応するというタイプの農業発展は，いまやもはや持続しえないと

ζ ろまできているといってよ1'0

丘陵地での農業がかかえている問題点を整理してみると，第 1Ii':地形的制約のために可耕

地が娘られており，その拡大はもはや不可能となっている。第21i':，農民が貧困であるため

に，肥料・積子等の購入資金の負担Ii':耐えない。第31i':，ジュート，サトウキヒ¥油周作物，

タバコ，野菜等の商品作物が収益性がよいとのζ とで増産となり，米等の食糧生産が余り増

加していない。そして第 41i':，可耕地の利用が極限Ii':まですすんでいるためIi':農地資源の保

全がむずかしくなっている事態である。地表の土壌流出等，環境悪化が大きな問題となって

いるわけである。

丘陵地域の農業がζ ういう問題を顕在化させるなかで，不パ ノレの開発努力はテライ平原

Ii':集中している。河川瀧滋施設を外国援助受け入れIi':よって整備するζ とを通じてζの地域

の農業開発をすすめ，山地・丘陵地域ての増加する人口をζの地域の路発で吸収しようという

わけて、ある。今のと ζろテライ平原での各種の事業は経済効率性も充分Ii':高く， ζの地域の

弱発がすすんでいく ζ とは間違いないと ζろであろう。

しかし，丘綾地域での農業開発が無視されてよいという ζ とlζはならない。農業総生産額

の約4分の lを占める畜産部門を取り入れた有畜複合経営を育成するといった戦略を過して，

丘陵地級での農業開発をすすめる乙とは必須の課題といえる。

いずれにせよ，ネパールでは農業開発が医民経済全体の成長と安定止を先導するという役

割を担わざるをえないζ とは間違いない。とのような農業主導型の国民経済成長戦略を実現

させていくためにも，その前提として道路・通信・笥力等々のインフラ整備が今もっとも必

要とされているのである。
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(3) 中国

沿岸地域の工業化が桟目されている中国ではあるが，その国民経済の発展局面を考えると

き農業・農村開発が非常1<::重要であるζ とは間違いない。インドと同様1<::国土函積・人口規

模の両函で大留である中国においては，地域の発展という観点からも農業開発は決定的に重

要である。革命後の土地改革1<::よって伝統中国の時代1<::あった農村内での土地所有の大きな

不平等は解消されたといえるが，その後の人口増加1<::よって農村内1<::過剰人口の推積が見ら

れる ζとも確実である。 ζの過剰人口の雇用吸収1<::とっても農業開発は重要なものといえる。

現在の農業開発戦略の基本は，いうまでもなく個人の経済活動を自由化させるという経済

管理体制面での変更1<::ある。

第1は請負生康責任制の下で農業の家族経営の育成をはかつてきている事態である。土地

公有制の下で国からの土地利用の請負期間は15年となっているが，農民の側は請負期間は無

期限と認識しているようである。基礎食糧の供出高は国家との契約で決められているが，銭

余を自己収入とするζとができるよう忙なったζとは家族経営1<::大きなインセンティプを与

えるものとなった。牧畜，水産養殖，林業までも含んだ経営の多角化が乙れ1<::よっておおい

IL進められたのである。

第 21<::，ζの請負生産責任制の導入と同時1<::農産物の流通言語でも，米・小麦等の基礎食糧

は図家が農民との問1<::契約を結び政府が決定する価格で買い上げるが，それ以外のものは自

由市場で販売してよいζ と1<::なったわけである。そして， 1978年以降ζれらの質い付け締格

を引き上げると!可特1<::，化学肥料等の投入院価絡を引き下げるという政策も実施されてきた。

農業iとかかわる経済政策のζのような変更によって，農業生産は1980年代1<::入って急速な

成長を示すよう忙なった。 1985年以降忙なって食糧の輸入は半減し，逆ILトウモロコ γを中

心1<::食糧翰出が1，000万トン近く 1<::まで達するようになってきた。

さら1<::我々の調査でも明らかになったよう 1<::，以上のような農業生産力の上昇が農家所得

の余剰を生み，それが郷鎮企業の拡大の条件となり，その拡大がまた農家の所得を高めるよ

うな動きがみられている。郷鎮企業の育成1<::対して信用貸付けをするという政策も作用して，

郷銭企業はかなりの速度で成長してきている。 ζの所得増加のなかで，養魚・審産等の面11業

部門が拡大し，また運送・加工業が成長していくよう 1<::なっている。総じていえば，農業生

産性の上昇が農業関連部門の拡大だけでなく，それ以外の工業・サ ピス部門の拡大をも可

能にしているわけである。

個人の経済活動を自由化させるという制度改革を通して，農業開発が先導する地域経済全

体の成長という事態が部分的ではあるが確認できる点は，中国の農業発展の展開を考える上
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で重要である。中国がとのような農業主導型成長を実現させえた前提条件ーとして，以下2点

を指摘しておく ζ とは重要であろう。

第 1IC，土地改革の結果として農村内の家計がそれなり IC平等な立場IC立っていたという

事態である。農村内で，家族単位で経済競争しうる条件が整っていた，といえる。現在競争

の結果としてある程度の不平等が発生してきているが，土地改革の結果として各家族がそれ

なりIC平等な条件で綬済競争をなしうる社会的条件が与えられていたととは重要である。

第21C，農業発展ICとって必要な前提条件といえるインフラが現在の農業開発戦略採用の

以前の時期，つまり合作社，人民公社時代ICすでIC整備されていたという事実である。 1950

年代末の水利建設運動以降の集団主義的動員型の械発戦略の時期IC，謹祇用水路等のインラ

ヲが時IC(土人海作戦ICよって整備されていたζ とが，現在の農業発展の前提条件をなしてい

るζとは無視されるべきではない。我々の調査地である江蘇省で滋概用水路が1977年以前IC

すでIC整備されていたζ とは， ζの代表であろう o

中国の最近の農業開発はたんlζ最近年次の経済改革だけによって実現されたのではなく

て，その前提として以上のような条件が整備されていた点は見洛とされるべきではないで

あろうf)

(41 インドネシア

現在インドネシアICおいては，石油依存型の国民経済からいかIC脱却していくかが経済開

発戦略上の最鳶要課題となっている。 ζのような状態のなかで，農業開発は，過去の輸入代

替型の米増産重視の戦略から，輸出農産物の開発をも含めた農業多角化の方向への転換をせま

られている。

インドネシアの過去の農業開発の中心はビマス計画と総称される米増産計画であった。 ι

れは， 1960年代中葉IC開始され，スハノレト政権下になって本格的IC試みられた計画であり，

国民経済的には輸入代替開発戦略の一環IC位置つけられるものであった。イ Y ドの新農業戦

略とほぼ河様IC，新しい技術の導入ICよって米増産を図ろうとするものである。政府の強い

支援の下で， ジャワを中心にしてインドネシアの米生産ははっきりとした増加を示し，つ

いIC1980年代中築ICは米の自給を達成させている。米の翰出という ζ とが政策担当者の意識

ICのぼる状況すら見られたのである。

肥料IC対する補助金支出といった政策手段ICよって，高収量品種・ !E料という新しい技術

を導入させようとするζの農業関発戦略がそれなりIC成功を示した背景として，ひとつICは

オランダ時代IC整備された濯漉施設が存在していたζ とを指摘しておきたい。我々が調査し
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た南スラウエシ州の村11:おいても，謀本的11:はオランダ時代11:整備された謹滅用水路が現在

もなお使用されていた。さらに， ζの農業開発戦略の開始と時を向じくして，外国からの援

助・協力の積極的な受け入れ11:よって瀧紙を中心とする農業基穣整備がおζなわれた乙とも

見落とせない。ジャワ北岸のプランタス河プロ γェクトは， ζの代表である。また γャワ等

の調密な人口を外島11:移住させようとする移住事業が外島での米増産11:役立つたζ とも指摘

しておく必要があろう。我々の調査したランポン州の村は乙の 例である。いずれにせよ，

政府の強い指導のド11:米増産が実現しインドネシアが米の翰入国の状態を脱したEとはひと

つの大きな成果であった。

農村社会・農民が新しい技術の受け入れにそれなりに積極的であった事実は強調されるべ

きであろう。基本的11:は新しい技術の経済的収益性が大きかった点が重姿であるが，単位農

協KV DI1: 代表される農業協河組合や農民組織ヲロンボク・タニが新しい技術の受容に貢

献した乙ともほぼ間違いないと ζ ろである。

とιろで， 1980年代中葉11:いたって石油の国際価格が低下したとと 11:よって，インドネシ

ア経済は大きな転換をせまられる ζ と11:なった。財政支出の削減とかノレピアの大幅切り下げ

というマクロ経済政策が採用されたが， ζれらの政策はちょうどとの時期米の自給達成を実

現させていた農業lζ大きなインパクトを与えるιと忙なった。

米自給達成後，国際競争力の点から米輸出がそれほど有望でない状況下でインドネシアの

農業開発は転期をむかえていたといえるが，マクロ経済面での大きな変化は己の農業の転換

に強い刺激を与えるものであった。財政支出の削減の一環として実施された肥料補助金の削

減・廃止は米増産へのテJィスインセンティプを与えるものとなったが，反雨ノレピアの切りド

げは輸出可能な農産物生産11:対してインセンティプを与えるものとなったのである。 ζのよ

うな経済政策の変化のなかで，輸入代詩としての米増産から輪出農産物の開発を合んた、農業

多角化の方向への農業転換という政策課題がはっきりと現実味をおびるようになってきたわ

けである。

現在インドネ γ了は，米I骨産から食用土田作物ベラヴイシヤの増産の方向へとその農業側発

の重点を移行させている。大豆， トウモロコ、ン，キャッサパ等の増産が大きな政策目標とな

っているし，また主として輸出向けのコーム，パーム油といった農園作物の再開発も強調され

るよう忙なっている。我々が調査したランポン，西ジャワ，南スラウェ γの村11:おいて，偶

々の農家のレベルではとの農業多角化の試みがかなり実施されていた。多角化が農家の収益

性を引き上げるζ とが確か忙なれば，イ Yドネ γ711:おける農業多角化もそれなり 11:進展し

ていくものと考えられる。
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いずれにせよ，現在インドネ γアの農業は大きな転検期比入っている乙とは間違いない。

ζの転換は端的にいってインドネ γアの国民綬済全体の基調変化11:対する農業側での適応の

必要性から出てきたものといえる。インドほどではない11:しても，まだインドネシアの農村

ILは土地なし層等の農村貧困層の数は多い。 ιれらの層11:生産的な就業機会を与えるという点

からも，農業の多角化が必要となっている事態もけっして見落とされてはならない。

(5) タイ

タイは現在東南アジアのなかではもっとも経済成長率の高い国となっており，またその産

業構造の点からも製造業のGDPI1:占めるシェアが農業のシェアをはるか11:1:.える段階にま

できており，もはや農業凶とはいえない。 ζのようなはやい速度で発展し続ける非農業11:対

して農業をどう適応させていくかが，現在のタイ農業の最大の課題となっている。 Eの適

応とは端的11:いって，経済の重要な輪出産業としての米生産中心の農業から，畜産業の開

発を重点とした農業多角化への転僚をいかに効率的11:実現させていくかである。

中部タイのデルタは，戦後の濯滅事業の進展11:よってタイの米生産の核心域となってきた。

とく 11:1970年代中葉以降，国際価格の上昇等11:刺激されてζの地域では米の二期作化が本格

的な燦関を示してきた。また，台地であり畑作地である東北タイ 11:おいても，国際市場の拡

大11:刺激されてトウモロコシを代表とする畑作の発展が見られたのである。そして両地域で

のとのような農業発肢は基本的には農民の自発的な意思決定を通じて実現してきた，といえ

る。タイ農民の経済的刺激へのすばやい反応は印象的ですらある。

1960年代以降のEのような農業発展は， 1980年代中葉にいたって大きな転期をむかえるζ と

になる。 1980年代11:入ってから，米や畑作物の国線市場は，ひとつには伝統的輸入国で、の食

糧増産と先進国での保護農政策での過剰生産傾向と11:よって，かなり圧迫されたものとなり，

関係価格は低下趨勢を示すよう忙なった。 ζの事態はタイ農業11:大きな重荷を背負わすιと

ILなる。我々が議査をした時点で顕在化しはじめていた通り，中部タイでは米の二期作がけ

っして経済的11:は有利ではなくなったととで米の一期作化への移行カ澗題11:なっていたし，ま

た東北タイではメイズ・ナケ7・キャッサパといった翰出向け畑作の縮小が問題11:なってい

た。 国綴市場における趨勢の変化は，乙のよう 11:タイ農業11:強い影響を与えているのである。

輸出向け労働集約的製造業の発展という国民経済の成長自体も，タイ農業11:強い影響を及

ぼしはじめている。基本的には，都市住民の所得上昇11:よる食生活パタ Yの変化11:よって

畜産物需要が拡大した乙とで，畜産業の経済的収益性が高まってきたζ とである。東北タイ

を中心11:して畜産業の発展が見られるζと11:示されているように，現在畜産業はタイの高度
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成長部門となっているのである。さらに，養鶏11':代表されるよう 11':輸出向けのマグロインダ

リストリーが最近急成長を示している事態も重要である。 ζれは食品加工業界が農業生産活

動を垂直的11':統合していζ うとする展開であるが，タイ農業11':かなり強い影響を与えるもの

となっている。

いずれにせよ，穀物類の国際市場の構造変化と工業化を進展させた国内経済の変化と11':影響

されて. 1960年代以降展開してきたタイ農業発展は今基本的ともいえる転換を必要とする状

態11':達しているのである。その転換とは，中部デルタの米作・東北タイの畑作という農業発

展から.~産業の効率的育成を柱とする農業多角化の方向への転換といえる。現在のタイ農

業11':とっての最大の課題は，いかILζの転換を効率的11':実現させていくかであろう。もしE

の転換が効率的11':実現されないと，農民の都市生活者なみの所得要求11':対して農産物の価格支

持政策等で対応していかざるをえなくなり，現在の先進国がかかえているような問題を将来

タイもかかえざるをえなくなる ζ とが予想されるのである。過去の経験が明らか11':示してく

れている通り，タイ農民は経済的刺激11':対するすばやい反応力をもっているので，国の政策

がζの必要とされている転換を効率的なものとする方向のものとなるか否かが決定的な問題

点となってζょう。

3 5か国比較の含意

以上，我々が過去に調査対象としてきた 5カ国11':関してその農業発展の展開過容を簡単で

はあったが観察してきた。そ ζで本節では，第 1節で提起しておいた経済発展の局面iζ対応

した農業開発の課題という視角から， ιれら5カ匿の農業発展の経験がもっていると思える

含意について考察を加えてお乙う。明示的な言及は試みないけれども， ζの含意を考えるζ

とは過去の対象国以外の国の農業発綬の問題を考える大きな手がかりを与えてくれるものと

なろうし，また日本からの将来の国際協力のあり様を構怨する11':際しでも有益な情報を与え

てくれるものとなろう o

とζろで，乙の含意を考察する前11':ひとつ指摘しておきたい論点がある。それは，その留

が国土面積あるいは人口数で大きい民であるかそれとも小さい国であるかという国の類型

(Typology)の問題である。大国か小国かという留の類型の差異11':応じて農業開発が担うべ

き課題がちがってくるのではないか，という視点である。小国の経済開発はほぼ必然的11':外

留との貿易を積極的11':取り入れた外向き (outward-lookin耳)タイプとならざるをえない
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であろうから， ζの外向き開発との関係で農業開発が果たすべき諜題が決められてくる ζ と

になろう。 ιれ11':対して大国の場合，必ずしも外向き戦略を匿の経済開発の基本とすべき必

然性はない。国内市場向けの工業化といったζ とが充分11':合理的たりうるからである。乙の

ような唇の農業開発の課題が，外向き戦絡を採用せざるをえない小国の場合とちがったもの

になりうるEとは容易IC:想像されえよう。婆するに， I司の経済発展の局面だけでなく，国の

類型というもうひとつの主基準をもちζむζ とが必要となってくるわけである。

(1) 農業主導裂成長の経験

まず，インドと中国の経験の比較という形で農業主導1I'i成長について考えてみよう o 1980 

年代11':入ってからインドでは経済，貿易の臼由化が，そして中国でも経済改革，続放政策が

実施されているよう 11':，両国とも外向き戦略への転換を試みているが，基本的Iζはζの両国

は類型論的Iζは大図型である。富良経済の類型弱からもまた局面の点でも， ~奇異経済全体の

成長11':とって農業部門での成長が不可欠の条件をなしているという意味で，農業主導型成長

戦略が必要とされている国といえる。

農業開発自体は，インドでは少なくとも北箇部インドで，また中国では少なくとも華南地

域でそれなり 11':成功しているといえる。そしてζの両地域ともに，農業開発自体が農業関連

産業を含めた非農業の成長をそれなり11':誘発しているζ ともほぼ確かといえよう。

ζの農業開発ならび11':農業主導型成長のそれなりの成功の要因として両国11':共通している

点は，農産物価格の引き上げならびに投入財価格の補助金による引き下げという事態である。

いずれも中央政府の政策11':よる誘導ではあるが， ζれが{関glJ経営の経済的インセンティブと

なって農業開発が実現してきたといえるわけである。中国でもインドでも個別農民は経済的

インセンティプ11':充分反応しうる能力をもったものである乙とは明らかであろう。

しかし，東インドでの農業開発の失敗といった事態まで視野11':取り入れるとき，尚国の農

業開発11':は大きな差異が見えてくる。ピハ ノレ等東インドでの農業開発のいわば失敗の経験

は，たとえ政府の政策11':よって経済的インセンティブが与えられたとしても，その与えられ

た誘因を銅glJ経営が充分11':活用しうるため11':は，瀦滅を代表するイン7ラの整備という前提

条件が必要不可欠であるととを我々に示してくれている。中国では1950年代以降の時期IL集

団主義的動員方式であった11':せよ港政施設の建設がおζなわれていたL，また北西部イ Y ド

でも19世紀後半の植民地時代から謹滅施設の整備がお乙なわれていた。 ζれら11':対して東イ

ンドでは，力ンジス伊Jの下流という生態系の条件からして個別経営の能力を越えた多額の公

共投資がないと濯祇施設の建設がおζなわれえない状態11':あるため，インフラ整備が充分11':
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おζなわれていなかったのである。経済的イ Yセンティプの活用にとっての必要な前提条件

としてのインフラ整備という論点は，両国農業発展比較のひとつの重要な合意である。

インド・中国両国の比較がもっているもうひとつの含意は，農業開発が非農業成長を誘導

するという農業主導型成長のメカニズムを明らかにするIC際して，農村内の諸階層がそれぞ

れどの程度農業開発の過隈IC参加したかを論じるととが必要不可欠であるという論点である。

中国では，革命後の土地改革によって農村内の社会階!醤はインドiζ比べてはるかに平等的IC

なっていたためであろう， 1970年代以降の農業開発の過程への農村人口の参加率はかなり高か

ったといえる。もちろん，かなりの程度の自由競争であったためIC，結果として農村内諸世帯

簡で所得格惹が拡大しているζ とは事実であるが， ζの開発への高い参加率が非農業部門の

成長を誘発させたζ とは間違いないと己ろである。中国と対比してみてインドでは農村内の

階層差が非常IC大きく，かっ乙の階層制が力一ストという伝統と結びついている。北西部イ

ンドでの新技術導入ICよる農業開発がそれなり IC労働需要の拡大を通じて農村内の士池なし

層等の貧閑層の雇用拡大効果をもったζ とは明らかであるが，農村内諸階層がほぼ全部充分

IC農業開発過程IC参加したとはいえない。さらICインドの経験の観察の際IC強調しておいた

よう IC，食糧増産ICもかかわらず食糧価格が低下しなかったためIC，雇用機会が得られた貧

函層の実質所得は必ずしも増加したともいえないのである。 ζのような事態が，インドでは

農業開発ICもかかわらず非農業部門の成長が充分ICは誘導されえなかったもっとも大きな理

出といえよう。

インド・中国雨罰ICおける以上のような経験は，ネパーノレICおける農業開発を考える際IC

重要な意味をもってζょう。ネパールは両国とはまったく対照的IC小関である。しかし才、パ

ーノレは小留ではあっても図の周囲がすべて外国で凶まれた内陸国であるために，保護政策下

での輸入代替工業化から輸出志向型工業化へといった通常の小国型の開発戦略は採用するζ

とが図難となっているのである。したがって，小関ではあってもインド，中国と同様な農業

主導型の国民経済の原発戦略が必要となっている，といえよう。

とζ ろでネパールの現実の農業開発戦略は，インド，中国と対比してみてその生産物価格

と投入i材価格尚福で農民IC経済的インセンティプを与えるものとしてはけっして充分なもの

とはなっていない。価格政策を通じて農民IC経済的インセンティプを与えるためICはそれ栢

応の財政支出が必要となり，長貧困ネパーノレの政府ICはその実施が痢難な事実は理解できる

が農業開発ICは経済的インセンティプが必要不可欠であるEとは間違いないと Eろである。

さらICたとえ経済的インセンティプが与えられてもそれが活用されるためICはインブラの整

備が前提となるが， ζの点でもテライ平原以外の丘陵地域等では非常IC困難な状態が見られ
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ている。地表土填の流出等の農地資源の劣悪化をくいとめ，かっ少しでも滋概施設の整備を

凶るζ とが必要不可欠といえよう。

(2) 農業多角化の経験

ついで，インドネ γア・タイの農業発展の絞殺の含j琶を考えてみよう。両留ともインド・

'1'国と対比してみるとき，小箇の類型11:入る国といえる。したがって，外国貿易機会を積極

的11:利用していく外向き開発戦略が必要となる国であり，また実際Iζもそういう開発戦略を

採用してきている。

両国とも現在農業開発は大きな転期をむかえている。輸出産業であったか輸入代替型産業

であったかの違いはあるが，両国の過去の農業発展は米作中心で展開してきた。しかし，現

在ζの米作中心の農業から農業多角化を中心とした農業発展への転換が大きな課題となって

いるのである。

インド不シアでは，ほほインドと同様の戦略で米増産Iζ成功し米自給が可能11:なったζと，

ならび11:石油価格の低下で閏民経済の税石油化が必要となりその一環として翰出農産物の

開発が必要とされてきたζ とが，農業転換を必要止させる大きな要留となっている。タイで

はインドネシアの米I皆様11:代表される総入居での食糧増産と先進国での保護農政下での過剰

生産を主要痢とする国際市場の基調変化11:よって，米翰出11:依存するζ とが非常K困難11:な

ってきたζとが，農業転換の大きな要因となっている。

農業転換を両箆11:強いている国際的要図は， ζのよう 11:インドネシアとタイとでは違った

ものであるが，農業転換を必要とさせる国内経済的要因は両開花共通したものとなっている，

と考えられる。両国とも程度の差はあるが，工業化がそれなり11:進展し都市住民の所得水準

は確実iζ上昇している。 ζの所得水準の上昇が都市住民の食生活のパターンを変化させ，そ

れが農業生産の多角化を必要とさせてきているのである。タイ 11:おける畜産業とインドネシ

ア11:おける大豆産業は Lのような食生活の変化を背景として成長産業となっているのであ

る。

隊医ともにその農業転換は最近の現象であり，その農業多角化の経験を充分11:評価するζ

とはまだ時期尚早といえる。しかし両国の農民の過去の動向から判断してζの農業多角化

も基本的11:は錦格イ Yセンティプ11:対する農民の適応を紬として実現されてくるものである

乙とは間違いないであろう。 ζの点11:関してひとつの問題点は，国際貿易価格との関係であ

まり不効率忙ならない程度で価格イ Yセンティプを与える必要があるという事態である。と

く11:タイの方で顕著であるが，雨医ともに工業化の進展のなかで農工情ないし農村都市間で
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所得格差が拡大しはじめており，そのζ とが経済政策上で大きな問題忙なりはじめている。

ζ ういう状況下では，農民の所得向上を主目的とした価格政策が形成されてしまう可能性も

大きい。乙れは我々の調査対象I(は含まれていないが，第 l節でもふれておいたよう 1(，経

済発展の第3局面{(ある韓凶・台湾の農業政策の実態である。そして多くの先進国の農業政

策がそうであるよう{(， ζのような鍛格政策はE自民経済的11:大きな問題をもたらす乙とにな

ってしまう可能性が強い。タイ・インドネシアILおいて必要とされる農業多角化のための政

策は，後々大きな問題が顕在化してくる可能性の強いζのようなタイプの価格政策ではない

タイプのものである必要があろう。

いずれILせよ，工業化がある程度進展してきた段階で農業多角化が必要となってくるEと

は確実な事態といえる以上，インドネシアとタイの雨国がζれからどのような政策的手段の

下で農業多角化を展開させていくかは非常lζ興味深い問題である。

(注)

1 )ζの点IL関してはI Peter Timmer， .. Agricultural Transfonnation" H. Chenery and 

T. N. Srinivasaned. Hlαndbook 0/ Development Economics. V 01.1， 19鴎を参照されたし。

2) Pranab K. sardhan.“Private Property and Growth Constraint in a Hydraulic 

Economy" Land， Labor αnd Rural Poverty. 1983 

3) ¥Vorld Bank， World Development Report， 1986 
4 )新農業戦略のもったζのような問題点Ir関しては， H， P. Binswanger and J. B. Q山 20n.

"What can Agriculture do for the PooresもRuralGroups" 1. Adelman and 8ylvia}ance 

ed. The Bαlance betυtJeen Indllstry and Agriculture in Economic Development， 1989参

照のEと。

5)ζの点lと関してはK.N. Raj."かlobi1izationof the Rural Economy and the Asian 

Experience" G. Ranis ed. The Stαte oJ Deuelopm四 tEconomics， 1988を参照のζと。
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1 インド

インド lζおいては，所得水準や農業開発事業があまり進んでいない地境として， ピハーノレ

州サマスティプノレ県のモーサンド村，また，比較的1<:開発水準が高いと考えられるハリアナ

州のピサーノレ県ムッカラン村が調査の対象として選ばれ，質問表とインタビュー1<:よるサン

プノレ調査が行われた。

ピハーノレ州は伝統的な稲作地帯で，零細農家がj王倒的1<:多い。 1人当たりの平均年間所得

は995Jレピ (1981-82年)で，インド諸州の中で最低である。米と小麦の単位面積雪iたりの

収量はそれぞれ945kg/ha，1， 394kg/ha，謹祝地比率は34.7%0978-79年)ときわめて低L、。

化学肥料の投入率は18.5kg/ha，都市比率は12.5%(1982年)となっている。 1981年のセン

サスでは，農村人口が6，212万4，100人で， 713万5，700人の農業労働者と286万8，000人の限界

的零細農がいる。

いっぽう，ハザアナ州は1960年代の後半1<:始まったいわゆる f緑の革命Jの窓恵をもっと

も受けた北開インド地域1<:位置し人当たりの平均年間所得は2，581Jレピーとパンジャプ州

1<:次いで高所得をあげている。米と小麦の単位面積当たりの収量は，それぞれ2，536kg/ha， 

2， 358kg/ha，濯滅比率は52.5%ときわめて高い。化学肥料の投入率は47.4kg/ha，都市比率

は21.9%である(統計年次は向上)。

乙のよう 1<:，ピハーJレ州とハリアナ燃を比較すると，前者の生産性は後者の 4割ほど忙し

かなっていない。

モ サンド村のあるサマティプル県はどハ Jレ州の北部1<:位置し，州内でもとく 1<:人口穂

密な地域で，人口密度は729人/kIiil<:達している(1981年)。舗装道路1<:沿った大規模村で，

人口は1984年で5，500-5，600人ほどと推定される。 ζの村から北西IL約8km行ったと ζ ろ1<:

ラジエンドラ農業大学があり，そ乙から州都のパトナまでは自動車で 3-4時間の距離であ

る。村は乙の大学校内1<:事務所を持つプサ開発ブロックの管轄内1<:あり，村内iζは初等， rfJ 

等，高等レベJレの学校のほかにカレッジが 1校ある。また，地域保健センターのサプ・セン

タ も村内にある。 ζのように，モーサンド村は， ピハーノレ似の中では，交通の便の比較的

良い，各種の施設が整備されている村である。

モーサンド村の農業従事人口は全就業人口1<:対して90%を占め，そのうち，農業労働者の

割合は45%の高率1<:及んでいる。また，いわゆる「指定力一ストJ1<:属する人が約239起を占
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めている。農業生産物は稲のほか11:野菜やタパコが換金作物として栽培されている。ただし，

換金作物の栽培は，中富農層11:かたよっている。潜減地率は， 1971年環在で，約14%であり，

乙れは現在もほとんど変化していない。

同じ地成11:おいても，力一スト制度11:蒸っく社会的格差が存在する。カ スト制度は，儀礼

的地位11:よる差別，内婚制，職業の世箆制などが特徴であり，理念的11:は経済的富絡さとは

関係がない。実際，都市部11:は下位カーストでも裕福なものもいる。しかし，農村部では一

般に，下位力←ストは社会的・儀礼的差別を受けるだけでなく，経済的にも劣{す11:ある場合

が多い。モ←サンド村では， 10エー力一以上の上農層11:は，上位カーストであるプミハノレ・

ブラ 77'/，5エーカー前後の比較約広い層11:は，中間カーストのコリエが多い。 2，5エーカ

一以下の小・零細農11:は，その他の中間諸カースト，そして土地なし層11:は指定力一ストと

サービス・カーストが集中している。

中富農層の往居はレンガやセメントを用いたもので，中庭を囲むよう 11:4 -5部屋もって

いるものが多い。下佼カーストの家は，草を組んで作った 1-2部屋の小さなものである。

欽料水は，手押しポンプによる共同井戸が大半を占める。燃料は薪や牛糞が主体であり，ま

た，樹脂街や上層農の一部を除いては，電気を使用している家はほとんどない。

ムッカラ Y村はハリヤナ州ヒサ-}レ県の中心部市ヒサーノレの市街地から約10krnのととろに

ある。 1981年現夜で2，100人ほどの中規模村落で，農業従事人口は61必，そのうち農業労働者

は13必とモ サンド村11:比べると非農業就業機会が多い。ヒサーノレ市11:近いという ζともあ

って，工業労働者やサ ピス部門で働く人も多い。農業生産物は，冬作として小麦，夏作と

してパジラが栽培されているほか11:，飼料作物，綿などの換金作物も多く栽培されている。

農業労賃もモ サンド村よりも 5害iほど高く般的な生活条件もよい。教育施設も整備さ

れており，初等，中等，高等学校のほか11:，働く母親を対象にした保湾施設もある。

ムッカラン村lま，ハリヤナ州の多くの村とI司様11:，ジャ トと呼ばれる農民コミュニティ

が支配的な村である。ジャートは小農から中・上層まで広く分布し，農業労働やサーヒ'ス部

門11:は指定カ ストが集中している。指定カ ストの人口比率は42%ほどである。また.北

西インド 11:多い集村形態をとり，村の中心部11:は住居が密集L，指定力一ストの住居がその

周囲11:とりまくように位鍾している。ほとんどの家11:電灯があり，また，村はずれ11:ある簡

易浄水設備からパイプが引かれ，生活用水用として数ケ所iζ蛇口が設けられている。燃料はも

っぱら牛糞が用いられている。

現在インドでは，中央政府と州政府が歩調を合わせて，農村開発のための新20ポイントプ

ログラム11:取り級んでいる。 ζれは，謹滅整備などによる生産拡大，農村失業者や土地なし
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農民IC対する雇用機会の増設，指定力一ストや指定部族のような社会底辺ICいる人々への援

助，飲料水・電化・保健施設の設置のような生活環境の繋備，その他，植林や家族計画まで

を含めた総合的なプロジェクトである。各州ζとに毎年，物理的達成目標を決め，それに向

かつて努力をしている。しかし， ζれも地域によって，その達成度IC偏主主があり， lRDP(総

合農村開発計画)， NREP (全国農村雇用計画)， RLEGP (農村土地なし層履用保障計画)の

ような基本的な農村開発プログラムが，実際IC実施されていない村落も多い。

Eれらの農業開発事業IC対する農民の印象や意識はさまざまである。ピハーノレ州のモーサ

ンド村の場合，われわれの調査質問IC回答した26世帯のうち， 8t世帯が開発事業の恩恵を受

けていた。その内容は， lRDPの融資を受けたり，共同総合連合から種子と肥料を入手した

り， TRYS羽M (Training of the Rural Youth for Self Employment)で補助金をもらし、

ながら職業訓練を受けたりしていた。

前述の26世帯の回答のうち， 19世帯は開発事業が有益であると答え， 日世帯はたいへん有

益であると答えている。それにもかかわらず， 81世帯しか参加していないのは，現場の状況

IC問題があるからである。不参加の理由としては，手続き難や情報不足もあげられているが，

行政官ICよる賄賂の要求などのような不当な搾取があげられている乙とも目を引く。開発担

当官の不正行為が，開発事業の発展を妨げているのである。

いっぽう，農業綴営規模の比較的大きいムッカラン村においても，開発事業は有用である

と感じている農民が圧倒的に多いが，実際IC事業IC参加しているものはきわめて少なし、。そ

の理由としては，下層農民は手続き難，情報不従などをあげているが，いっぽう，若い中規

模農家の中ICは開発事業IC参加する必要がないと述べているものもいる。彼らは，高学歴で

自立心があり，行政I[はあまり依存したくないと怒っているようである。農業開発の進んで

いる地域では，農民たちの白主性がでてきていると言える。

ζのように，開発計画はさまざまな問題を含んでおり，中央政府や州政府が意図している

ほどには， J順認には進んでいない。

さらIC，農業開発ICは，社会構造それ自体の問題が含まれている。もともと村落共同体は，

それ自身の規範や慣習などI[よって統合されていた。秩序維持や経済的交換・分自己I[は，近

代市場メカニズムとは異なるメカニズムが働いていた。人々の関心は，当年の豊作や婚姻や

死後の世界などのような自分の身の回りの問題を中心1[展開していた。そして， ζれらは，

ζ とごとく神々や超自然的な世界と結びついてきた。人生I[おける「重要な事jが，近代社

会と異なっていたのて、ある。とく 1[，ヒンドゥ 教社会I[おいては，儀礼や祭礼がたくさん

あり eれらを教義や伝統的慣宵I["IJって執行していく ζ とが，肝要となっている。したが
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って，モーサンド村11:おいてもムッカラン村においても，村内の栴互扶助の慣行は冠婚葬祭

11:まつわるものが圧倒的11:多くなっている。

インドの農村開発で，もう Iつ重要なものは，人口問題である。政府や民間関体11:よる家

族計画の強力な推進対策にもかかわらず，インドの人口は急激11:増加している。凋発が進め

られるととで，ある程度生活環境が改善されると，従来の多産事死から多産小死へと移行す

るからである。その結果. I~苦発の成果が増大する人口で椙殺されてしまうという状況を生み

だしている。

われわれのサンプノレ調査では，母親の子供の人数の平均はモーサンド村で2.97人，ムッカ

ラY村では2.96人とほぼ伺数であったが， 30歳以上の母親の平均は前者が3守29人，後者が

3守95人， 40歳以上の平均は前者が3.0人，後者が4.92人と，かなりの差異を示していた。後者

のほうが母親の出産期間がかなり長期11:わたっている。さらにインドの特徴として，子供の

男児選好があげられる。男系子孫を残すζ とが重要であるとするヒンドゥー教の教義や農家

経営の労働力のために，最低 1-2人の男児が得られるまで子供を生み続けるのである。 E

のζ とは，男性人口が女性人口よりも多いという世界でも珍しい結果を引きおζ しているの

今闘の調査でも乙の傾向は見られ，モ サンド村では36サンプノレのうち19が，また，ムッカ

ラン村では29サンプノレのうち18サYプノレが男児選好の[01答を寄せている。しかし，その理由

としては，河村間，そして階層間で差異が見られる。ムッカラン村では，男児選好の傾向は，

中・上層のジャート農民の悶で強く，土地なし層での傾向は小さい。いっぽう，モーサンド

村では，土地なし!曹のほうが，将来の経済的被い手として男児を希望する回答が多かった。

ζの違いは，家族労働中心であるか雇用労働中心であるかという農業労働形態の遠いや，非

農業部門への就労の可能性など，さまざまな事情が反映したものと思われる。

家族計画の実施方法は，男女の手術11:よるものが圧倒的に多く， 2-3人以上の男児を持

つ中・上層の世*ICおいて実施率が高い。子供が将来の最大の保証である土地なし層では，

家族計画の一律な浸透はなかなか難しいのが現状である。

2 ネノfーノレ

不パーノレにおいて謁査の対象となったのは，パクタブール郡のパラコットとカプレ・パラ

ンチョーク郡のパガパティの 2つの村落である。パクタプ ノレ郡はカト 7 ンドゥ盆地内11:位

置し，郡の中心11:は， 18世紀後半11:現シャハ王朝11:滅ぽされるまで栄華をきわめたマッラ王
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車時のt都の 1つであったパクタプーノレの街がある。 ζの}甘い街並みの周閉1<:は，米と小麦の

二毛作を中心忙した穀倉地帯が広がっている。郡全体で見ると，主要穀物の生産割合は，米

(53.4%)，小麦 (32.15百)，大麦 (0.0%)，トウモロコシ 03.95百)，ヒエ (0.1箔〉であり，

実1<:米と小麦で85.9%を占めている (1983/84--1986/87平均)。また，過去4年間の米の平均

単位収量は4，150kg/haで cれは全国平均の2倍以上である。小麦も同様1<:全lliI平均の2倍

弱という全国 1の単位収量をあげている。

いっぽう，カプレ・パランチョーク郡は，カトマンドゥ盆地外輪山を北東1<:越えた丘陵地

帯IL位置している。 1981年における就業人口のうち.93，396が農業IL従事しており，山の斜

面化機関や段々畑を切り開いて生活している。郡全体の主要穀物の生産都合は，米(33.3形)， 

小麦 (21.0%)， トウモロコシ (43.2必)， ヒヱ (2.0銘)となっている。米は河川の谷間で水

稲栽培されるほか，陸稲も少し見られる。 丘陵の中腹以上は圧倒的1<:トウモロコシ栽培が多

い。米，小麦， トウモロコシとも単位収量は全国平均を下回っており，米などはパクタプ

ノレ郡の平均の約4l'iIJほどしか単位収量があがっていない。

乙のよう1<:，われわれがサンプル調査に選んだのは，向じ丘陵地帯1<:ありながら，盆地という

地形約手IJ点と古くから都市1<:隣接していたために，才、パール1<:おいては比較的農業開発が進

んでいる地区と，政府の開発がやっと届きはじめた，生産性の面では非常におくれた地区と

なっている。

先進性のサンプルとしたノYラコット村の人臼は4，037人で， j日f帯数は664戸，平均世帯員数

は6.1人となっている。住民の約4割は，チベ y ト・ピノレマ語系iζ属するネワ Jレ族で，彼ら

はカトマンドゥ盆地を昔から根拠地として多方面で活躍してきた。また 4害4はインド・了

ワア語系のネパノレ語を母語とするパ ノレ円ティと呼ばれる人々の上位カ スト 1<:属してい

る。残り1"，パーノレバティの下位カーストや他の民族起源を持つ人々である。 ζれらの住民は民
銀やカースト ζ と1<:集住しているわけではなく，一部を徐いて地核全体1<:浪住している。

村洛1<:は初等学校(1年--5年)が3校，初中等学校(I年--7年)と高等学校 (8--10

年)がそれぞれ 1校ある。初等学校ILは全児童の8害IJほどが通学しているが，中等学校1<:な

ると中途退学者が増える。一般1<:女子のほうが退学者が多い。いっぽう，より高水準の教育

を受けさせるため1<:，カトマンドゥの私立学校1<:子弟を送っているものもいる。

電気は9年前1<:入り，現在ではほとんどの家が光源として電気を用いている。飲料水とし

ては，従来井戸が用いられてきたが 5年前ほどより水槽付き共同水場が普及し，半数以上

の家庭がそれを利用している。燃料は薪，牛糞，麦ワラが中心で，電熱器を使っている家庭

はまだ少ない。
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21世帯のサンプル謁査の結果，特徴的なととは，カトマンドゥの近郊農村地帯1<:ありなが

ら，農業1<:よる収入をあげている農家がきわめて少ないという ζとである。金収入のうち，

農業収入は16.1%1<:すぎず，農業収入をあげているのはネワーJレ族の大家肢を維持している

世帯1<:限られていた。インタヒ'ュー調査1<:おいても，農産物は臼家消費用であり，現金収入

は他方面で得るのが一般的であった。

村落内の 1戸当たりの耕作面積は， 0.2haから1.5haまで偏差があるが，調査においても.

1 ha以上は2世帯， 0.5haから 1haが5世帯， 0.5ha未満は14世帯，平均は0.42haと小農が

多い。不パールは父系制社会であり，男子均分棺続のため1<::f'.it!lは代々 分配される。したが

って，可耕地が少なくなると世帯当たりの耕作地は年々減少してしまう。

耕作地をまったく持っていない農民は村落全体でもきわめて少ないが，耕地全体の約4分

の3は小作池である。小作料は土地の種類1<:よってその割合が異なるが，水田の場合，豊作

であれば収量の15%ほどである。ただし，土地の大きさ1<:よって量が決められているので，

不作の持は割合がずっと高くなる。トウモロコシ矧の場合は，収量の4害肋〉ら 5割近く納め

なければならず，割合は稲作より高い。裏作1<:小麦を植えた場合1;1:，小作料を払う必要はな

い。土地所有者は，寺院やカトマンドゥやパタンの都市住民である。ただし，乙の村の周辺

lζは大地主は少なく，土地所有者と耕作者の関係は複雑1<:入り紐んでいる。

農業外収入としては，まず，カ卜マンドゥの官庁や公社，会社勤め1<:よるものがもっとも

多い。一般事務職で丹1<:1，500から1，800;レピ (8，500-10，2∞円)， ド級職で700-800ルビ

ーは， 000-4，500円)，雑役職で500;レピ (2，800円〉ほどの収入が得られる。また乾期Iζ建

築労働1<:たずさわったり，村で仕立ーて尿や雑貨墜，茶盤を営むものもいる。農繁期Iζは共同

労働の慢行があるが，男性1<:はl日50-60;レピー，女性や子供1<:はその半額が手間賃として

支払われる。 1世帯当たりの農業外平均年収は万1.086ルビー (6万2，700円)となって

L 、fこ。

化学肥料は20年ほど前から導入されはじめたが，現在では，ほとんどの農家で用いている。

単純計算すると，農家1世帯当たりの年間使用量は1，091;レピ 1<:のぼり， ιれは総収入の

8.3労1<:あたる。以前はサジャ(協同組合)から鱗入するζともあったが，組合活動は停滞し

ているうえに品不定であるため，現在ではもっぱら側人商応から，個々の農家が個別的lζ購

入している。適時1<:適震が入らないなど不満も多くきかれた。 10数年前1<:比べて，米の値段

は2j告になったが，化学肥料の価格は3倍近くなっており，農家の負担は増加している。

パクタプ Jレ郡1<:は，農業改良普及員としてJT(Junior Technician)が8名， JTA(Jun 

ior Technical Assistant)が12名配備されているが，パラコット村では，その活動を実襟1<:
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見fこζ とがある人はいなかった。また，農業開発銀行 (ADB)もほとんど利郎されていない。

政府の施策は，まだ充分11':村落レベルまで届いていないようである。

農業生産11':関する必要なものとして，村人が今いちばん望んでいるのは，灘統施設である。

村落内の水悶はほとんど天水IC頼っており，天候状況IC左右されやすい状態ICある。たとえ

ば， 1985年から86年にかけての水不足の際ICは，かなりの収最減ICなった。したがって，大

規模な潜概施設の導入ιよって，稲作の収量を安定させるとともに，まだ多く散在するトウ

モロコシ畑を水出化したいと言う。また，穏子や化学肥料の容易な入手を希望するものも多

し、。

しかし，住民たちの最大の関心は，就業機会の少ないζ とである。高校を卒業しでも，な

かなかいい仕事はない。耕作地は限定されており，農家の大部分は，農業lζよって現金収入

を得る ζ とが難しくなっている。したがって，農業外収入の多寡が生活木準を左宕すること

11':なる。カトマンドゥやパタンの街11':近いという地の利をどう生かすかが，今後の課題の l

つとなっている。

いっぽう，パカョバティ村の集落は丘陵地形の中腹から尾被11':あり， トウモロコシ栽培を中

心としてきた。 1987年の村落人口は3，192人，世帯数は513戸となっている。しかし，伺じ村

落の中でも地域11':よって，その社会状況や農業事情は異なっている。村落の中心部Iとある第

9l互には谷間IC水田を持っている人も多く，サンプノレ調査ICおける農業牛。産高は，水稲(42.0

%)， I理稲 (4.996)，小麦 (4.0%)，トウモロコシ (44.196)，豆 (2.4%)，ヒエ (2.45百)と

なっていた。乙れ11':対して，歩いて40分ほど奥まった第6区では， トウモロコ γが72.0%を

占め，また， ヒエも10.1%と他の地域と比べて格段fCI寄い比率を占めている(村落は 9つの

区11':分けられている)。

ζのような差異は農業生産だけでなく，社会的・経済的状況11':も現れている。第9区では，

ネワーノレ族が道の両側Iζ家を連ねE その周囲!とは，主としてパールパティの上位力一ストが

住んでいる。彼らの中ICは，農閑期1<::カトマンドゥへ賃金労働のため1<::出かけるものもいる。

村議会や地元の開発Iζ熱心であるのも乙れらの人々である。第6区の住民の多くはパーJレパ

ティの下位カーストやタマン族のようなチベット・ヒノレマ語系の出白を持っている人々であ

る。力トマンドゥ 11':行ったζ とがある人は少なく，ネパーノレの政治体制や王室など11':関して

は，まったく無知・無関心である。

教育施設としては，第 lじまと第 7区紀初等学校が，第8区1<::は中等学校がある。高等学校

は隣村まで 1待問ほど歩いて行かなければならない。学問1<::対する伝統のあるプラーマンや

カトマンドゥ盆地とつながりのあるネワーノレ族の問では，教育1<::対する関心が高く，最低で
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も子供たちを高校11:行かせたいという人が多い。一方，第6区の成人のほとんどが教育を受

けたζ とがないか，初等学校中退である。現状を変える手段として教育の重要性は認識され

てきているが，教育そのものがまだ何かわかっていないと ζろが見られる。郡の援助で，初

等学校の建物は建てられたが，机や椅子は配備されておらず，正式な教員もまた、派遣されて

し、なし、。

2年前11:村の中心lζ電気が送電されるようになってから，第8[5主や第91まなどのような中

心部と第6区のような局辺部の格差はますます広がった。現在，電気を光源として利用でき

るのは，主11:第8区と第9区の住民で，村落全体の14%のill:帯だけである。また，電気の導

入ととも1(，電力汲み上げのポンプが 1台設置され， 14の共同水場が建設された。丘陵地答

の多くの農村で生活用水の確保は大きな問題となっているが，中心地区ではζの問題は解決

されたわけである。 -}j， 第6[主のu民はζのような恩恵をまったく受けておらず，女性た

ちは毎日朝と夕方1(， 1時間半から 2時間もかけて水汲みI(行っている。家事や畑仕事だけ

でなく，家畜の餌や薪をとってくるのも彼女たちの日常的仕事なので，女性は多くの重労働

を強いられている。

さら1(，電気の導入は，その保守や飲料水供給プロジェクトで働く ζ とI(より E 第9区の

人々に現金収入の道を与えるι止忙なった。また，第9区1((え電気の導入と同時I(精米機

と製粉機を購入した者がおり，精米，製粉されたものの20分の lを受け取る ζ とで村人I(貸

している。'-のよう 1[，経済格差も広がってきている。

両地区I[おいても，とれ以上耕地を大幅!と拡大するζ 止は不可能である。したがって，農

業生産を安定させるために，濯概施設の整備がもっとも強く望まれていた。また，化学杷料

は多少普及してきているが，現金を手I(入れる機会がきわめて少ない第6区では，牛糞が中

心となっている。いっぽう，化学肥料の効果I(対する信奉は広がっており，容易な入手も切

望されていた。

男子均分椙続からくる耕地の縮小化は，日民I(大きな将来的不安を与えている。 ζζでも，

農業改良普及員や農業組合，農業開発銀行などの活動はまったく入ってきていない。しかし，

第9区では，インフラストラクチャーの整備とともに，住民による開発の気運はでてきてお

り，山羊や鶏を中心とした畜産綴興や家内工業の設立が議論され，切望されていた。いっぽ

う，比較的外部世界と隔絶してきた第6区は，耕地縮小や生産減少I(対して自分たちで対応

する方策をもっていないだけに，事態は余計I(深刻である。すでI(小規模ながら見られるよ

うに，ますます，土地不足が深刻化すると，若年過剰人口が，都市部へ流民として大量IL流

出していく可能性が高い。
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3 中国

我々が訪問し原き取り調査を行ったのは，江蘇省南京市江寧照，および同省河m雨花台区
であった。江寧県は，南京市南部1<:位置し，ほぼ中央を揚子江の支流が流れる水資源1<:恵ま

れた米・麦二毛作地域である。 ζ 乙1<:おいて方111郷，抹陵郷の2郷を訪れ，さら1<:方山郷の

高山行政村で村レベノレの話を開いた。いっぽう，雨1E台区は南京市iま10区の iつであり，市

の南西部1<:位置する。農業の中心は，南京市IC供給する競菜の栽fきである。 ζの雨花台区で

は江東郷が調査地となり，村レベルでは江東郷興降村で開き取りを行った。

1980年代1<:入り推し進められた経済改革1<:より，経済各部門の著しい拡大がみられたζ と

は，我々の訪れた県・郷・村レベノレの聞き取りによっても確認された。農・工・商・百IJ業等

の総生産額は大きく伸び人当たりの平均所得も飛躍的1<:増大している。たとえば江寧県

方山郷1<:おいては， 1986年の総生産額は1980年の4.24倍，抹陵郷の1986年の数値は1979年以

前の6倍以上となっている。 ιのような急速な綬済の拡大の中で，とくにI業と創業部門の

拡大が著しい。いっぽう，農業は生産額を伸ばしながらも，経済全体IL占める割合を大きく

低下させた。雨花台広江東郷興隆村の{7IJをみてみると， 1978年lζは総所得28.7万元，総生産

(直IL占める割合が43パ セントであった農業部門は， 1986年1<:は，それぞれ42.5万元 6パ

セント 1<:なっている。非農業部門の拡大は，労働力構成の変化をみても明らかであった。

林陵郷では， 1979年以前IC労働力の70-80パーセントを占めていた農業人口が， 1986年1<:は

35ノマーセント 1<:なっている。

とのよう1<:開放経済への移行の過程で，経済全体1<:占める割合を過去数年の問1<:大きく低

下させている調査対象地域の農業部門ではあるが，停滞しているのでなく，以下にみるよう

に，制度的改革と並行して生産の増大と多角化が進みつつある ζとが確認された。

まず，米・麦の二毛作地域ILおいては，単位面積当たりの収量が増加している。江寧県方

山郷高山行政村では， 1949年以来すでに灘統率100パーセントという好条件の下， 1979年以前

1<:平均穀物収量はムー当たり500k.(7.5t1ha，ただし米・麦合わせた数値で米は籾換算)1<: 

達していたが， ζれが1986年1<:は617k.1ム へと伸びている。 ζれは，農民の意識の変化，

つまり生産1<:対する意欲の向上と質の良い品種の採用，とく 1<:米のF1ハイブリッドの導入

1<:婦されるという。しかしながら，ハイブリッド米は，平均収量ではジャポニカ種よりも50

-!OOk.1ムー高い反面，味の極で劣る点が指摘され，また錨格もやや低い。
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さら11:，米・麦二毛作地帯では， l也の作物や畜産，養魚等の導入も試みられており，生産

の多角化が進められつつあった。江寧県のレベルでは，スイカやブドウ等の果実・果樹，サ

トウキピ，そして豚，アヒル，鶏などの斎産や養魚が多角化の試みとして導入中止のζとで

あった。訪問した高山行政村では，調査時の前年より村の新規事業として15ムーの土地でブ

ドウ(日本の巨絡種)の栽培を始めた。それ以前はスイカを作っていたが，価格の良いブド

ウlζ転換したという。また，抹陵県でも養魚が高1)業として{申びつつあり，魚の他，カニやウ

ナギの養殖も試みられていた。

いっぽう，雨花台区江東郷は，綴済改革の以前より南京市と契約して市11:野菜を供給して

いたが，調査時点11:おいても市と契約を結び， ml1:供給される野菜全体の 5分の 1を供給し

ていた。江東郷の野菜の総生産量は1982年11:おいては35，959tであったが， 1986年11:は36，472

1となっている。うち，市との契約量は，それぞれ31，500t， 32， 5∞tであった。今後の課題と
しては，質の向上と促成栽培等11:より出荷期をずらして，より良い価格を実現したいという

点が挙げられた。

野菜の生産のI曽加もであるが，江東郷における畜産や養魚の{申びは飛躍的であるo "9ーなわ

ち， 1982年から86年の関11:，豚(;1:)，620頭から17，420頭へと10倍以上，魚は216tから514tへと

2倍以上の供給量の{申びを示L，1986年Iζは卵も157.2tの生産量をあげている。興隆村では，

1977年より村が創業11:従事する村民グループを作っていた。その生産活動は，養豚，宇L'f二の

飼育， :(Eのt晶室栽培，養魚であった。

ζ うした生産の拡大と多角化を進めたのは，農業経営における請負生産責任期jと，流通11:

おける自由市場の導入という経済制度上の改革であった。

農民は価格をみながら市場へ出荷する。前述の方山県のブドウは郷の共同組合を通じて出

荷しているが，上海の果物商人等を通じて市況に関する情報を得ていたo また，江東郷は野

菜を南京市と契約して栽培している。総生産量と契約量の差を自由市場への出荷量と考える

と， ιれは総生産量の約l宮)11:なる。南京市との契約分11:ついては，価格は政府が設定して

いたが，調査時の町の市場11:おいての観察では，聞き取りで得た契約価格は自由市場での価

格iζ比してかなり低いものとなっていた。

訪問した地域は， Iまぼ1982年ζろ11:請負責任生産制へと移行している。後述する江東郷興

降村を徐いては，個々の農家が基本的な経営体となっていた。専業戸，重点戸，個体戸と呼

ばれる世帯が，副業からの収入11:よって発展しつつあった。秩陵郷の例では，果樹等の林業

などから所得の60パーセントを得る重点戸，専業戸は世帯数11:して郷全体の20パ セントで

あるが，その総所得は全体の35パーセントを占めていた。
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しかし集団の枠がまったくなくなったわけではなく，伺{本戸の役割を積極的IC評価するい

っぽうで，耕起等の作業や種子の選択といった研究・潟発，あるいはインフラの建設・管理

などの分野では，引き続き集団の重要性が強調されていた。個と集団がどのような関係ICあ

るか，その具体的な形はそれぞれの村のおかれている条件ICよるが，上記の生産の熔大や多

角化は，各レベノレICおける公的機関のサービスIC支えられているζとはいうまでもない。

ζのうち，濯滅IC関しては，我々の訪問した地域はいずれも自然条件Iζ恵まれているとと

もあって， 1979年以前ICまでlζ繋備されている。なかでも江東郷興隆村は， 10本以上の瀧統

用水路が村の耕地700ムーを走り， 1977年以前IC自動潜祝システムが完備されている。経済改

革後も，謹波システムの維持管理のためIC個別経営には移行していない。土地は各戸IC分配

されずに，村が村民を各生産活動ユニットのメンバーIC任命して生産を請け負わせる形忙な

っている。村IC9つある農業IC関する生産ユニク}のうちつが農業サービスセンターと

して野菜の種子の選抜などを行い，また 1つはサービス隊として農産物を市場IC運悔するほ

か， ζの濯滅の維持管照ICもあたっていた。残りの7つの生産ユニットは，村内の各7つの

自然村IC1つ存在し野菜の生産を行う。ちなみIC乙の村では前述のよう IC副業部門でも，養

豚，乳牛の飼育， ，tの栽培，養魚，連送ICあたる生産ユニットが作られて活動していた。
また，新品種や作物の導入は，県，担1，村各レベノレの農業科学センター，農業サービスセ

Yターといった機関が担っていた。江寧県の例をとれば，各郷IC1つ農業科学センターが設

置され(方111郷の場合はスタッ 76名入各行政村ICは農業サービス隊，自然村ICは普及員が

存在する。乙の{由，農業や化学肥料などの供給も村などの行政側が実施する。抹陵郷の農業

サービスセンタ でも，より質の良い野菜の生産IC取り組む雨花台13:のザ ヒスセンタ -IC

おいても，促成・抑制栽培ICよる出荷期の調節が iつの諜題として指織された。

さて，農村ICおける乙のような発展の動きを，農村ICおける余剰労働力の吸収や，農村1世

413の所得増大という側面から補っているのが郷鎮企業である。江蘇省全体では， 1986年の郷

村工業の総生産省員は459.3億元をあげ全同一であり，郷鎮企業で働く労働者は，同省の農村の

総労働力の30パ セント ICあたっている。そして，郷銭企業からの収誌は，人口が穂密で，

したがって耕地が狭いといっ条件IC規定された同省の農村の所得を補い，さらICは，農

業機械や農地におけるインプラストラクチュアの繋備lともあてられているとの ζ とであ

っfこ。

訪問した江寧祭の方山郷と稼陵郷，および雨花台区江東郷の郷鎮企業数はそれぞれ76，71， 

69を数えた(1987年8月現在)。 また，村レベルの例をみてみると，方山郷高山行政村ICは，

l 電気機器(1970年代入 2 スベアパーツ(1984年1，3 建築材 タイノレ 0984年1，
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4. 繊維 綿・下着 (]986年)の 4つの郷鎮企業があり，総従業員数264であった。また，江

東郷興降村1<::は1. 燃焼器の酸化装置 (]971年)， 2 電気製品品質管用機 (]987年)， 3 

金属部品 (]987年)がある(カヅコ内はいずれも設立年)。

生産観等の量的な拡大が著しい郷鎮企業であるが，江寧県1<::おいては，新しい形での企業

関のネットワ クの形成が近年の特徴として指摘された。すなわち，農村Iζおける労働力と

土地の存在という条件を生かし，都市の大企業との速繋をつくってゆく。以前はアドホック

で短期的であった都市の企業との関係が，長期的ICなってきたという ζ とであった。

しかし，いっぽうでは経営者，技術者の質，および再教育の必要性，エネルギー，資源，

とく 1<::篭力の不足，そして資金が郷鎖企業の抱える問題点として挙げられた。

乙のように大きく変化しつつある江蘇省の農村であったが，上記の変化をポジティブ1<::象

徴するのが万元戸と呼ばれる年J!l(1万元以上をあげる世帯の出現であろう。方山郷1<::はE 調

査時1<::50戸の万元戸があり(郷全体の世帯数5，111の約 iパセント IC当たる)，それは運輸，

養魚，畜産業1<::従事する専業戸であった。方山郷1<::は万元戸のほか，年収5，000元以上の世

帯も206あり， 1，000元以上という世帯は2，147戸を数える (]986年)。所得の向上11:ともない，

住宅のすf・改築，耐久消費財の普及が進行中であった。

4 インドネシア

移住プログラムlζよって1960年代1<::形成された関拓村，スマトラ島のランポン州北ヲンポ

ン県東アプン郡のタタカノレヤ， シドムクティ，プノレパサクティの3村。 19位紀初頭1<::茶のプ

ランテーションの労働者1<::より創設され，今日では零綿地!と集約度の高い農業生産を行う西

ジャワ州ボゴーノレ県ルウィリアン郡プラサリ村。そしてやはり零総な経営地1<::水稲耕作を行

う街スラウェシ州マロス県パンティムノレン郡アラトゥンガ村。以上，それぞれ1<::特色を持っ

た3地域が我々の議査対象となった(東アブン郡の3村，プラサ 1)村，アラトゥンガ村，各

50戸，計150戸1<::質問表調査を行った)。

3地域の農業生産の特徴は，そのサンプノレ世帯の土地所有と経営面積，および土地利用を

みると明確になる。

人口が禰密で零細経営が一般的な点でプラサ 1)，アラトゥンガ両村は，新開拓池東77'/

郡の村とは対照的である。すなわち，東アプンの3村では，移住持1<::政府より提供される

2.0ha前後にその所有面積・経営面積の回答が集中L，また経営は自作農が中心であるの1<::
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対して，プラサリ村，アラトゥンガ村では，平均所有面積は各O.47ha， O. 51ha， 平均経営

面積はそれぞれ0.47ha，0.88haとなっている。共1<:所有・経営規模の階層分化が進んでおり，

小作農は河村1<:おいて報告された。またとく11:プラサリ村は，土地童話し農業労働者世帯が存

在している点でアラトウンガ村正異なっていた。

土地利用・農業生産を概観してみよう。

東アプンの 3村の内，シドムクティ 1<:おいては，調査時より 2年前1<:整備された瀧慨を利

用した水稲が中心1<:なっているが，タタカルヤ，プノレパサクティでは，雨期の畑地1<:おける

トウモロコシ，陸稲，キャッサパの混作が主力となっている。サ '/7'ノレ農家の年平均収入が

約80万Jレピア強である中で， 100万Jレピア以上の収入のある11ケ スをみると， 10ケ スは溌

減水田を保有する農家であった。米の販売がζれらの農家の主要な収入源であるが，サンプ

ノレ農家全体を克てみると，キャッサバの販売が収入源として重要忙なっている。

西ジャワのプラサリ村においては濯減水田における水稲の二期作が農業生産の中心であり，

加えてキャッサパ，クロー 7，あるいは尿敷地におけるパナナやパパイアの生産を複合的1<:

行う。調査対象農家の平均収入は77万Jレピア強で，非農業収入(主1<:農業労働)がその半分

以上を占める。農業収入Kおいても，とくに，高価なクロ プが米の販売をはるかに凌ぐ震

要な収入源となっていた。 3地法の中でプラサリ村のみ農業労働者世帯がサンプJレ農家1<:含

まれていたのであるが，その平均所得は格段1<:低い。また自己の経営地が濯滅されていない

農家の平均所得はサンプJレ全体の平均所得の半分1<:満たず，そのほとんどを農業外収入1<:頼

っている。

南スラウェシ州の7'7トウンガ村は，:IHの平均が3，500mm 1<:;主する豊かな溺量と，オランダ

統治時代より繋備されてきたという瀧概(村の水回の半分をカバーする)を利用した水稲栽

培の村であった。 3地域の内でいちばん平均収入は高<，約96万ノレピアであった。米の販売

と共1<:，鶏等も大きな収入源となっていた。また， ζζでも瀧滅留を持つ農家と持たない農

家の間1<:は，明確な所得の格差がみられ，議本的なインフラの有無が大きなちがいを意味す

るζ とが確認される。

さてそれぞれ異なった自然条件，資源斌与条件等の下1<:ある各村が，近年どのような変化

を遂げつつあるのだろうか。

まず東7プン郡のシドムクティ村では，前述したよう 1<:謁査時より 2年前1<:濯統が整備さ

れ，稲の二期作が実施されている。品穏は高収量を上げ病虫害1<:強いとされるIR56カ守采用さ

れ，農業普及員の指導の下1<:栽培されていた。 lヘクターノレ当たりの収量は，雨綿花おいて

は2.5lt，乾期では2.63tという結果がサンプル農家から得られたが，普及センターでは 7t 
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の収量をあげるという。畑作中心のタタカルヤ，プノレパサクティ 1<:おいても変化がないわけ

ではない。農業普及員は，従来のトウモロコシ，陸稲，キャッサバのj昆作1<:重ねてピーナツ

と大豆の導入を図っていた。陸稲も3伊lを除いては改良種を採用しているという ζ とであっ

た。

同じく稲の二期作を行う凶ジャワのプラサリ村と南スラウェシのアラトゥンガ村であった

が，プラサリ村では問答はすべて在来種であったの1<:対して，アラトゥンガ村の調査対象農

家はすべて高収量品種を採用していた。単依面積当たりの収量も，雨期2.64t，乾期2.44tと

いうプラサリ村1<:対して，アラトゥンガ村では，雨期3.8t，乾期3.2tとなっている。しかし

後者の数字は，村の平均5t，あるいはパンティムルン郡の平均収量5.245tl<:比較すると低い。

また農業普及員の話す収量， 6 -7tの約半分でしかない。

アラトゥンガ村では， 1963/例年1<:成育期間の短い改良在来顎を導入し，潜減水回1<:よる米

の二期作が始まった。同時IL肥料が使用されるよう忙なり，それ以前はヘクターノレ当たり

1.5-2tであった収量が 2-3 tl<:あがった。 ζの改良種は， 1967年とるに広く普及するよ

うになる。また翌1968年より高収量品種を採用したピマス計画1<:参加している。しかし新品

種の潜在的高収量性を充分1<:達成しているとはまだ言い切れない乙とが，上記の収畳からう

かがわれよう。

さらにとの村では，我々の訪問時直前のl日83年より，農業常及員が産統国1<:おける稲の

二期作のうえ1<:，市場で良い値段のつくヤング・コーンを導入して 2年で 5回itl<:する指

導を始めていた。導入1<:あたって，農民は栽培方法1<:ついて普及員のガイダンスをうける。

また濯読のない天水悶においては，乾期1<:¥主類の二次作物の導入を図っていた。

南スラウェ γ州知事は，農業のもっとも重要な問題の 1っとして稲から他の作物への転作

を挙げており，マロス県レベノレでも豆類への転作を課題として挙げていた。経か1<:ヘクターノレ

当たりの組収益は，稲I<:ltして大豆，落花生等の豆類の方が良い計算Iとなるが，サンプノレ農家

の中1<:はヤング・コーンや京類を栽培している例はなかった。普及員は，農民の教育と訓練

を課題として挙げていたが，収益が良くても郎，導入とはいかないのであろう。

ζ うした新しい品種・作物などの新技術の導入，普及1<:際しては，農業普及員が直接農民

と接触してその普及を凶る。ランポン州の例では，針{の全76郡1<:78の普及センターがあり，

州はさら1<:833の農業普及区域1<:分けられて，各区域1<:最低 i名の農業普及員がいるという。

東アプン1<:も普及センターがあり 2名の普及員がいた。

そして，新技術導入の際の農民側の受血となっていたのが農民グループ，クロンポック・

タニであった。東7プンの農業普及員は乙のク口ンポック・タニと接触して技術の普及をC;<J
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っていた。そのリーダーはコンタクト・タニと呼ばれ，普及員の接触するキー・パ ソンで

あった。またとのメンバーの閉で，役牛の利用を融通し合う，労働ICおいても相互扶助を行

うなどしている。

南スラウェシのマロス県では，県知事が3カ月IC1図クロ Yポック・ヂニと接触して指導

を行うと共IC，各グループでそのメンパーがお金を出し合いポンプやトラクターを構入する

よう奨めている。調査持の前年ICは， ζ うして， 1村当たり 2台平均K当たる79台のトラク

タ が購入され，さらに調査年ICおいてはポンプを同様IC導入する計画であった。アラトゥ

ンガ村には， ζの女性版であるク口ンポ yク・ワニタ・タニというグループもあった。 ζ 乙

では，宗教の学習，アリサンと呼ばれる講，鶏の飼背の普及，屋敷地の一部を利用した野菜

や果物の栽培の促進等の活動を実施していた。

ぜた訪問した村ICは，いずれもKUDが存在し，収穫後の穀物の貯蔵倉庫や精米所を持つ

ほか，肥料や農薬の流通経路としての機能も巣たしていた。しかし農民の閉からは，管環運

常能力不足等の問題が指摘され，充分によく機能していないとの声もあった。

上記の作物栽培の外IC，家畜の飼育も，労働力，食糧，そして副収入源として，各村ICお

いてその重要性が指摘されていた。とく IC役牛は，ランポン州全体で労働力不足を補うため

ICその数の培大IC力が入れられていた。東アプンでは，世銀の援助をうけて，牛の保高f数の

割合を 5軒IC1頭IC増やそうというプログラムを実施中とのζとであった。いっぽう 7'7ト

ゥンガ村では，鶏を1，000羽， 400羽，あるいは，アヒルを80羽，といった規僕で飼育する農

家の例がみられた。サンプノレ農家の中で100万ノレピア以上の高収入を得る農家7戸のうち 3

例は鶏，アヒノレを大規模に飼っており， ζζからの収入が大きいものと思われる。また，プ

ラサリ村lζおいても，養魚の頭要性が指撤されていた。年簡を通じて労働力を吸収できる点

からも，今後の促進が課題となっていた。

さて，最後IC人口動態について触れる。前述のよう IC東アプン地区は移住プログラムKよ

ってできた村であるのに対して，プラサワ村は，むしろ移住者を出す倒IC位霞付けられる。

前者，とく ICクタカルヤICおいては，調査時点の2年ほど前よりb 種競建設工事ICともない

労働者等の移入があり，約1，000人の人口増加をみている。いっぽうプラサリ村では，調査世

帯の中で村外lとその家族のメンノミ が伎むという例が20伊jあり雇用を理由IC，村から出たい

希望を持つものも多い。実際IC移住プログラムIζ参加したものもいる。アラトゥンガ村は比

較的移動が少なく，季節的IC収穫のための労働力を受け入れている。

各調査地域の年齢別人口構成をみると，各村共IC0 -4歳の人口が5-9歳のそれIC比し

て少なくなっていると ζ ろIC，家族計画の普及の影響をみる乙とができる。中では，東アブ

45 



ンが，調査時より 5年，あるいは 7年前IC家放計画を導入していた。乙れIC対して，プラサ

リにおいては， 3 -4年前，アラトウンガでは 1-2年前IC導入された。

5 タイ

タイ ICおいて，我々はチャイナート県マノロム郡ワットヤイ村(タンポン・ターチャヌア

ン，パーン・ワットヤイ)およびスリン県ラタナブリ郡ヤーン村(タンポン・タ一人パー

ン・ヤーン)の2力村を訪問し，それぞれ30戸lζ対して，質問表を使った謁査を行った。

ワット・ヤイ村は，チャオフラヤ・デノレタの頃点Icli'J:鐙し，村の酋端をチャオプラヤ河が

流れる。ロイヤノレ・イリゲイション・テパ トメントの揚水ホンフによるチャオプラヤMの

水を利用した濯統と，村長自らの予で溺られたという100本を超える井戸Iζより，稲の乾期作

が可能な条件を備えているo Cの111沿いの自然爆妨上IC，153世帯(人口613人，男279， 女

334)が帯状IC連なる形で村を形成する。いっぽうヤーン村は，回地!と阻まれて105世帯(人口

666人，男317，女349)が集落をなす。郡の北側をムーン河が流れるが，小さな貯水池を利用

するほかは，卒、Iの悶畑地のほとんどは天水IC頼っている。乙の 2つの村における水をめぐる

自然的条件の差は，いまだ，再村の農業発展の在り五の相違を規定する大きな要素となって

いるo

ζの2つの村の農業は，稲作Iζ大きく依存している点で共通していた。すなわち，ワット

ヤイ村においては調査対象農家ICより報告された作付け面積すべて(雨期作444ライ，乾期作

225ライ)が，雨期・乾期共IC水稲耕作IC当てられており，またヤーン村では， 1司様IC調査対

象農家の雨期ICおける作付け面積の99パーセント (598.5ライ入乾期ICおいては33パーセン

ト (15ライ)が稲作となっていた。稲作以外の作物では，ヤーン村ICおいて，雨期IC6ライ

のilP.麻，乾期IC24ライのメイズ 4ライのキャッサパ 2ライの果樹が報告されたのみであ

る。ちなみにサンプル農家の平均経営面積は，ワ y トヤイ村が26.3ライ，ヤーン村が22ライ

であった(1ラィー16a)。

植えられている稲の品種は，ワ yトヤイ村ICおいてはすべてが，またヤーン村ICおいても

95パーセント以上が高収量品種であった。ワ>fヤイ村IC高収量品種が導入されたのは1970

年代の半ばであった。当時の条件の良い米側が，新技術採用のインセンティブとなった。そ

して成育期間の短い新品種は，稲の二期作を可能忙した。もちろんチャオプラヤ河の水と，

村長のイニシァティプの下IC掘られた124本の井戸が乾期作を可能忙しているζとはいうまで
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もない。また，ヤーン村の農民も新技術の採用IC消極的ではない。サンプル農家のうち，早

い{時では1970年代の半ば，多くは1980年前後から，農業開発員 Ckasettambon)の指導て新

品種を採用し始めている。 1970年代IC開始した緑の革命は，謁査時点ICおいて，条件IC恵ま

れない東北タイの農村ICおいてもすでIC浸透していたといえよう。

高収最品種の普及は，農法や農業経営の在り方を大きく変える。化学肥料が広く利用され

るようになり.とくに乾期作が可能となった村では水牛がトラクターIC代わり，伝統的労働

交換が雇用労働の利用へ変化する。調査対象となった両村ともに，サンプル農家は平均して

1ライ当たり約100パーツ椙当の肥料投入を行っていた。ワットヤイ村では，サンプノレ農家の

中で水牛を保有していたものはゼ口であり 2戸が小型トラクタ を保有していた。村全体

では小型ハンド・トラクター49台，大型トラクター l台が使われていた。また，調査対象農

家の中で，すべての農作業を自家労働力ですませていた農家IC1例lζ過ぎず，乙れ以外は雇

用労働を利用していた。謁査当時の農業労働lζ対する賃金は，閏植えが 7イ， 120パーツ，

収穫がライ当たり140パ-';Jであった。仮りにサンプノレ農家の平均経営面積26.3ライ IC，ライ

当たり 100パ ツの化学肥料を施L，回植え，収穫すべてを雇用労働iζ頼って耕作したとする

と，乙れらのコストは10，000パーツ近いものlとなる。

ζれIC対し，ヤ ン村のサンプノレ農家でトラクターを保有するものはなく，水牛が利用さ
目、

れていた。日緩いの雇用労働力の利問が優勢ICなっていたが，ワ y トヤイ村IC比L，結の利

用度が高い。

さて，高収量品種を共IC採用している 2つの村であるが，サンプノレ農家の米の平均収最!と

は大きな差がみられた。

米の収量 (1984/5) ( 1ライ当たり)

ワァトヤイ ヤーン

雨期作 乾期作 雨期作 乾期作

552.5kg 881. Okg 337.0kg(!) 333.0kg 

IJ) 在来種も含む。高収量品種のみだと361.Okgとなる。

水利，地味などの告然条件IC大きく制約されたヤ ン村ICおいては，新品種の高収震性の

ポテンシャリティが充分IC発揮され得ないζ とが見て取れる。また収量の高いワットヤイの

サンプノレ農家間でも，各農家の 1ライ当たりの収量は，雨期作では， 213kg -750kg，乾期作

では， 434. 8kg -1，233. 3k9の差があった。との差が何IC帰するものか明らかICできなかった
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が，新技術の普及は個々の農家レベルではまだぱらつきのある事がわかる。

我々が訪問した当時は，米を初めとし，キャッサノミ，メイズなどの農産物の価格が低洛L，

農家はもちろん行政機関の各レベルでその対策を試みているときであった。

ヤーン村のサンプノレ農家ILおいては，乾期1<:キャッサノヘメイズをわずか1<:植える併が報

告されるのみであり，その痘接の影響を開く ιとはなかった。しかしスリ Y祭の県庁レベル

での聞き取りでは，米価格の低落1<:対し，乾期1<:水のあると ζろでは稲作を奨励せずI(雨期

{午後3力月間I(つくれる{出の作物，たとえばピーナツや大豆などの生産を奨めていた。しか

し病虫害のため1(，結果は思わしくないとの乙とであった。ヤーン村でも， ピーナツや豆

Cmung bean)の栽培が試みられていたがあまり良い結果をあげていないと村長は訴してい

た。

いっぽう，チャイナート県では化学肥料の多投による土壌の荒廃を恐れ，県知事が自らイ

ニプァチィブをとり，二期作の見直しと水牛・堆肥の利用をふたたび奨めつつあった。また

村で話を酪いた農民も，郡の伺発指導員も，いかiζ穏作をやめてl由の収入源を求めていくの

か問題であるといっていた。己の村でも豆などの作物を試みていたが，ネズミや虫の害I(よ

り結果は思わしくないという ζ とであった。

ιうしたなかでワットヤイ村では，村長を中心1<:手工芸品の生産の振興を図り，その販売

I(より収入を得ていた。主として乾期1(，竹や綿子の葉の芯などを利用して寵や帽子，ある

いはζ さなどを作る。得られる収入は農家I(よってばらつきがあったが，サンプル農家の答

えの中ICは月1(2，日00-3，000パ ツの収入を得ると報告するものもあり，決して少なくない

ζ とがうかがわれる。村1<:はどさ編みグルー7 手工芸グループが作られ，それぞれ72名，

54名のメンバ を数え，製品の質の向上を図っている。またζの他1(，主婦のグループ，農

業育年のグループや，クレジット・ユニオンもつくられていた。

またヤ ン村においては，米銀行 Cthanakhankhao)が作られて，活動を開始していた。

村長の指導のもと1<:，各戸から 3kg以上の米を供出し， 2，000kgをストァクする。委員会が組

織され運営lζ当たる。必要な村民は， ζ 乙から米を借りるζ とができる(たとえば5キロ借

りると， 6.5キロ返済する)。

米を代表とする農産品の国際市場I(おける価格の低迷が続くなかで，農村経済が若しい状

況をむかえているが Lのような農村組織は，村の農民が福祉・生活一般の向上を図る道を

関きつつあるといえるのではなかろうか。いっぽう，農業生産自体の多角化という特定の課

題の方1;1:，病虫害等の問題を克綴できずI(残されているようであった。緑の革命で価格のイ

ンセンティプを背景1<:ある程度成功した集約的な栽培管理を要する新しい作物(品種)の導
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入，およびそれIC必要な技術の普及は，他の作物ICおいて，まだ課題として残されている様

子が2つの村の経験からうかがわれる。

さて，最後に人口・家飯計画IC関して観察された己とIC触れる。

両村のサンプJレにおいて，世帯当たりの平均出生数は，調査当時の妻の年齢~1)lC数字をと

ると.3日代と40代の間ICギャ yプがある ζ とが見て取れる。つまり，当時30代，およびより

若い年織であった女性の子供出生数がその上の世代IC比較して明らかIC減っているのである

(5 -6人から 2-4人へ)。いっぽう，妻 l人当たりの子供の死亡数をとると，同様IC30代

とそれより若い世代ICおいては縫実IC減っている。子供の数の減少は，死亡率の低下と並行

して起ζ っているo

ζ うした出生率の低下は， もちろん家族計画の普及によるものである。 1970年代の中ζ ろ

よりしだいIC人々の問IC普及しつつあり，郡や村IC設置されているプライ 7 1)-・ヘルス・

センターが情報と避妊手段の獲得源としての役割を果たしていた。
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